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ア） イ） カ）

＜施策の中柱の見出し＞ 事業目標
平成24年度事業実施
内容・実績（目標達成

率％）

評価
（A～
D）



平成２５年度 平成２６年度

ア）気軽に利用できる魅力ある施
設づくり

Ｂ

平成25年度当初に長寿
センター利用に関するア
ンケートを実施することと
した。

・長寿センター利
用者アンケート
結果を踏まえ、
魅力ある施設づ
くりを目指す
・施設修繕費を
確保する

・引き続き、魅力
ある施設づくりを
目指す。
・施設修繕費を
確保する。

イ）介護予防の拠点としての機能
拡充

Ｂ

直営長寿センターで、一
般高齢者向けの教室開
催に向けた検討を始め
た。（具体的な実施には
至らなかった）

直営長寿セン
ターにおける一
般高齢者向け教
室の実施。

指定管理長寿セ
ンターにおいても
一般高齢者向け
教室を実施す
る。

ウ）世代間交流交流の場など地域
に開かれた施設づくりに取り組む

D

現行の長寿センターの機
能の充実を優先させてき
たため、世代間交流と
いった視点からの検討は
行わなかった。

・社会大学受講者　59名
・社会大学院受講者　33名
（80％）

Ｂ

高齢者福祉部門で社会
大学・大学院（教養講座）
のメニューを充実させて
いくことには限界がある。

【文化課】
・６０歳以上の出演者を市民から公募した市
民演劇の開催（出演者２３人、観覧者５２３
人）。

　　Ａ

今回で３回目となるが、
会場となる箕郷文化会館
が満席となり、立見席も
完売となった。

【スポーツ課】市民スポーツフェスティバルに
おけるグラウンドゴルフやターゲットバードゴ
ルフなどの高齢者向け種目の設置。グラウン
ドゴルフ場の設置。

B

単発のイベントではなく、
高齢者が日常取り組める
スポーツとしての普及の
促進が必要。

【中央公民館】各公民館で寿大学（セミナー）
や高齢者向けの講座を開催している。なお、
成人向けの講座でも高齢者の受講が大変多
いのが現状である。

Ｂ

公民館での各講座の受
講者は高齢者が多いた
め、安心で安全な生活が
送れるよう関係機関と連
携した講座を考えていく
必要がある。

継続して行って
いく必要がある。

継続して行って
いく必要がある。

ア）長寿会の活性化に向けた長寿
会の自らの取り組みに支援を行
う。

①長寿会数　325（H23：337）
②会員数　19,953人（H23：21,024人)
③単位長寿会への補助額　18,922,000円
（H23：19,658千円）
④長寿会連合会への補助額　30,569,500円
（H23：30,174千円）
（80％）

Ｂ

長寿会及び長寿会連合
会に対する運営費補助
は行っているが、会員数
は減少傾向にある。

イ）市への提出書類の簡易化
単位長寿会補助金申請書類のうちの実績報
告書の簡易化済み。
（100％）

A
平成23年度以降、可能な
限り補助金申請書類の
簡易化を図っている。

ウ）長寿会会員が地域高齢者を支
えるネットワークの一員として活動
できるよう、働きかけを行う。

特別な働きかけは行わなかった。
（0％）

D

地域内のネットワークが
確立されていないため、
働きかけまでには至らな
かった。

地域包括ケアに
おける長寿会の
役割を提案す
る。

地域包括ケアの
ネットワークの一
員としての活動
も行っていただ
けるよう、働きか
けを行う。

平成２５年度 平成２６年度

4 Ｐ35
①ボランティア情報
の提供

・ボランティアセンターを設置して
いる社会福祉協議会と連携を図
り、高齢者のボランティア活動に
資する情報発信・提供に取り組
む。

【地域行政課】
ＮＰＯ法人やボランティア団体に加入したい、
及び、市の事業にボランティアとして携わりた
いというニーズについては必要な情報を幅広
く、かつ迅速に提供できるよう努めた。
　また、閲覧図書に、シニア世代向けボラン
ティアの書籍を揃えることで、一般的な知識
や心構えを知っていただくよう取り組んだ。
　個人でボランティアに携わりたいという方に
は、社会福祉協議会が運営するボランティア
センターを紹介し、ボランティアへの多様な
ニーズに対応できる連携を築いた。

Ｂ

　必要とされる情報を迅
速に提供できるよう関係
機関との連携をさらに深
めたい。
　また、市民公益活動促
進センターをより活用して
いただくよう市民にＰＲ
し、ボランティア情報の収
集と発信に努めていきた
い。

5 Ｐ35
②ボランティアポイン
ト制度導入の検討

・高齢者のボランティア活動参加
のきっかけづくりや、高齢者自身
の介護予防につながるようなボラ
ンティアポイント制度の導入に向
けた検討を行う。

H24.10.25検討会開催
H24.12.12第2回介護運協に検討経過を報告
（20％）

C

導入については、H23年
度から検討を進めている
が、既存無償ボランティア
との棲み分けや、ポイント
評価をどうするか等の課
題解決の糸口が見つか
らない状況。

他市の事例を参
考にして、引き続
き制度について
調査を進める

第6期計画に向
け具体的な方向
性を出す。

【施策１】　高齢者の生きがいづくり・社会参加促進プラン・・・９事業

（１）高齢者の社会参加へ
の支援

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

1 Ｐ32
①長寿センターの多
面的活用

各長寿センターで、健康相談、介護予防教
室、運動機能教室などを実施。
（ア）20％、イ）20％、ウ）0％）

上記①・②の目標を優先しながら、
世代間交流を視野に入れた事業を
検討する。

2 Ｐ33
②生涯学習・文化・
スポーツ活動の支援

・生涯学習・文化・スポーツなど、
高齢者のニーズを幅広く取り入れ
たっメニューづくりに取り組む。

社会大学は、シルバーセンターの
指定管理業務の一環で実施してい
るが、「教養」の面を充実させること
には限界がある。市民の４人に１人
が高齢者となることから、市民の
「教養」の場の充実という視点で、
「社会大学」のあり方についての見
直しが必要である。

広報等により出演者を募集し、地
域に根ざした手作りの住民参加型
演劇として継続して開催したい。

高齢者向けスポーツのニーズも多
岐にわたっており、ニーズに合わせ
た施設整備や振興策を打ち出す必
要がある。

3 Ｐ34
③長寿会活動への
支援

単位長寿会及び長寿会連合会の
運営費補助を継続。

現行の提出様式で対応をお願いす
る。

（２）高齢者のボランティア
活動への参加支援

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

　社会福祉協議会と連携を図りな
がら、情報をより多く収集し、多様
化するニーズに対応できるようにす
るとともに、市民公益活動促進セン
ターの存在を強く市民に周知してい
く。

1 ページ



平成２５年度 平成２６年度

6 Ｐ36
①シルバー人材セン
ターの充実

・シルバー人材センターが、就業
職種の拡大や会員数の増加ととも
に、高齢者の生きがいづくりや社
会参加の機会の確保・提供ができ
るよう引き続き支援する。

シルバー人材センター補助　37,855千円
※ちょこっと助け隊　　209件（514時間）
（80％）

Ｂ

元気高齢者の活動の場
としてのシルバー人材セ
ンターの役割は大きい
が、業務の需要と供給を
充実させ、安定した運営
ができるよう更なる工夫
が必要である。

7 Ｐ36 ②就業相談の充実
・市内のハローワークや県シニア
就業支援センターなどと連携を図
り、相談体制を充実させる。

【産業政策課】週２日、就業相談員を配置し、
厳しい雇用情勢に対応するため、訓練施設や
支援制度について案内を行った。
　６０代、７０代の相談件数　５件

Ｂ

報やホームページで周知
を図っている。職業紹介
が行えないため、相談者
が限定されてしまう。

平成２５年度 平成２６年度

8 Ｐ37
①地域ごとの敬老事
業への支援

・各地域で効果的に敬老事業が実
施できるよう、各地域の取り組み
事例を紹介するなどの情報提供を
行う。

＜敬老事業＞
旧高崎地域　45,067,500円、倉渕地域
1,443,000円、箕郷地域　3,417,000円、群馬地
域　5,797,500円、新町地域　2,757,000円、榛
名地域4,962,000円、吉井地域　5,199,000円
＜事例集作成＞（70％）

Ｂ

地域から、敬老事業を実
施することは負担である
等のご意見をいただくこと
もあり、行政の押し付けと
いう風に受け取られてい
る部分がある。事業の利
点を周知するため、事例
集を作成。

ア）市民全体で高齢者を敬い、長
寿を祝い慶び合える社会を目指
す。

100歳以上:201人、95歳:397人、90歳:1,047
人、85歳:2,163人、80歳:3,192人
敬老祝金総額　84,477千円
（100％）

A

敬老祝金は直接お渡しし
ており、多くの高齢者状
況を直接知る機会にも
なっている。

イ）財政状況や他市の状況を踏ま
え、見直しについて検討を行う。

（０％） D
見直しに向けた検討は行
わなかった。

他市の状況を調
査する。

次期計画策定に
向け、敬老祝金
のあり方につい
て検討する。

（３）高齢者の就労への支援 事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

業務の安定受注につながるよう支
援するほか、地域支え合いの受け
皿として位置づけていく。

相談員配置日以外の相談に対して
も、相談員につなぐことで、きめ細
かな相談業務を行い、就業の機会
が確保できるよう支援する。

（４）敬老への取り組み 事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

地域づくりの一環として敬老事業を
位置づけ、地域のつながりを強め
ていただけるよう、引き続き支援を
行う。

9 Ｐ37 ②敬老祝金

現行どおり実施
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【施策２】　介護予防・自立支援推進プラン・・・１２事業

平成２５年度 平成２６年度

ア）日常生活圏域ごとの課題を把
握し、介護予防事業に反映させ
る。

「生活元気度チェック表」　送付件数65,520件
回答件数53,840件（回答率　82.1％）
平成24年度は国規定の25問に加え、市の独
自設問16問を加えて実施。

B

調査は大きな問題はなく
実施でき、回答率も高
かった。今後、日常生活
圏域ごとの課題分析に向
けて準備を進めていく。

平成24年度の結
果を基に日常生
活圏域ごとの課
題分析を行なう。

引き続き課題分
析と対応を行な
う。

イ）回答者に対し個人結果表を送
付し、健康に対する意識を高め
る。

回答者全員（死亡者等を除く）に個人結果票
を送付した。　送付件数　53,796件
結果票に対する問い合わせや相談は比較的
元気な人が多かったが、希望者や、支援が必
要と思われる人には保健師・管理栄養士・歯
科衛生士等が訪問し、助言・指導を行なっ
た。

B

平成22年度の制度改正
により医療機関等での受
診から郵送による実施に
変更され、初の結果票送
付だった。一定の効果は
あったと考えるが、よりわ
かりやすく、ためになる内
容となるよう、同封するパ
ンフレット等も含めて内容
を工夫していく必要があ
る。

・介護予防のた
めに実施してほ
しい運動などの
情報提供を行な
う。
・元気な人への
アドバイスについ
ても、回答した意
味があったと
思ってもらえるよ
うな内容を検討
する。

平成25年度の結
果を基に、さらに
内容等を検討
し、改善する。

ウ）回答がない高齢者への訪問に
よる再調査により、支援を要する
高齢者を把握する。

平成24年度は未実施。平成25年度に向けて
実施方法などを検討した。

D

平成24年度は未実施。平
成25年度から実施する
が、より効果的に実施で
きるよう、対象者の選定
方法などを検討する必要
がある。（年齢、世帯状
況、給与所得など）

平成25年度は市
内の在宅介護支
援センターに委
託し、未回答者
への訪問を実施
する。

平成25年度の実
施により表面化
した課題等を集
約し、再度実施
方法を検討・改
善した上で、引き
続き実施する。

いきいき運動教室・さわやか元気教室・ひら
めきウォーキング教室の開催時に、必要に応
じて（参加希望者が少ない場合など）委託先
である在宅介護支援センター等に二次予防
事業対象者の名簿を提供し、訪問による参加
を促した。

Ｂ
教室の定員のこともあ
り、常に参加を促しては
いない。

引き続き、必要に応じて参加を促す。

・二次予防事業対象者のうち、7項目以上の
該当者3,551人のうち、地域包括職員が 2025
人に対する訪問活動を行った。（57.0％）。
・訪問時には、地域包括支援センターのリー
フレットを手渡し、何か困ったことがあれば相
談するよう周知している。
・その中でリスクの高い高齢者（47人）には定
期的な呼びかけを行っている。

B

訪問時、地域のサロンや
予防教室への参加を促し
たが、実際の、参加する
ようになったかは評価で
きていない。

イ）高齢者サロンなどへの参加が
困難な二次予防対象者について
は、「地域たすけあい会議」で関係
者間で情報共有し、きめ細かな支
援を行う。

・たすけあい会議等で閉じこもりがちな高齢者
に関する情報を収集し、サロン等への参加を
促していく必要がある方へは、民生委員さん
と一緒に訪問活動を実施。

B
呼びかけても参加に結び
付かないことが課題と
なっている。

平成２５年度 平成２６年度

ア）行政等が対象者宅へ直接訪
問し、参加を促す。

イ）教室終了後も地域で運動が続
けられるような機会づくりを行いま
す。

13 Ｐ40 ②さわやか元気教室
（閉じこもり予防）

高齢者サロンがない地域を中心に
教室を開催するとともに、教室終
了後は高齢者サロンへの移行支
援を行う。

開催箇所6ヶ所　　参加者数（実）108人（延）
814
うち、サロンへの移行5ヶ所
さわやか元気教室はサロンへの移行支援を
主目的の１つとしている。地域のサロンが
年々増加し、開催希望地域が減っているた
め、教室開催数は減少傾向にある。

B

地域からの開催希望の
減少に加え、介護予防サ
ポーターの高齢化や人数
不足、サロンが開催でき
る場所が無い等の理由
により教室開催が難し
い、あるいはサロンへの
移行ができないケースも
増えている。

現在サロンが無
い町内会を洗い
出し、地域包括
支援センター・在
宅介護支援セン
ター・社会福祉
協議会等と連携
しながら対策を
検討する。

引き続き対策を
検討し、対応す
る。

14 Ｐ40 ③口腔機能向上・栄
養改善

より多くの高齢者に「口腔」や「栄
養」相談や支援が行えるよう取り
組む。

・訪問件数　栄養：（実）110人（延）205人
　　　　　　　 口腔：（実） 82人（延）157人

・介護予防講演会　13ヶ所、参加者589人
　　長寿センター（佐野・六郷・片岡・京ヶ島・
　　　　八幡・中川・岩鼻・箕輪城・群馬・新町）
　　保健センター（榛名倉渕・吉井）
　　シルバーセンター

B

「複合型訪問」の実施方
法や効果に関する調査を
行い、平成25年度から実
施することとした。
また、平成25年度から実
施する「元気づくりステー
ション」の中で、口腔・栄
養の要素を取り入れるこ
とを検討した。

・複合型訪問の
実施
・元気づくりス
テーション中で口
腔や栄養に関す
る講話を実施
・介護予防講演
会を保健セン
ター等で実施

平成25年度の内
容を基に再度検
討し、改善・実施
する。

評価コメント（課題等）

地域包括職員が民生委員と連携
し、定期的な訪問を行うことで信頼
関係を構築しながら、サロン等への
呼びかけを継続していく。

（１）介護予防事業対象者
の把握

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

今後の計画（今後の方針）

今後の計画（今後の方針）

10 Ｐ38 ①二次予防事業対
象者の把握

11 Ｐ39
②二次予防事業対
象者への働きかけの
強化

ア）二次予防対象者への訪問によ
り、介護予防教室や高齢者サロン
への参加を促す。 ・引き続き、二次予防事業対象者

への訪問活動を通じ、町内サロン
や市の運動教室、介護予防拠点と
して活用している長寿センター（元
気づくりステーション）への参加を
促していく。

①いきいき運動教室
（運動器機能向上）

開催箇所27ヶ所（送迎あり15ヶ所、送迎なし
12ヶ所）
参加者数（実）617人（延）7164人　自主グ
ループへの移行6ヶ所
平成24年度より運動の習慣化を図るため、新
たに運動ノートを作成して実施した。
在宅介護支援センター職員による訪問活動
でも参加者を募った。
教室終了後も自主グループ等に移行して活
動ができるように、教室開始当初より、参加者
同士の交流を図るとともに、継続的・段階的
に自主グループ化への声かけを行った。

A

教室開始当初から、終了
後も地域で運動が続けら
れるように働きかけたこと
で、参加者が自主グルー
プ化を意識し、検討でき
るように実施できた。今後
は、自主グループを支援
していけそうなボランティ
アの育成（介護予防サ
ポーターの養成および支
援など）も併せて行いな
がら、地域で継続的に運
動が続けられるよう進め
ていく必要がある。

（２）介護予防事業の強化 事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）

年度当初時点で
の開催予定は
27ヶ所。
教室終了後も運
動が継続できる
よう、引き続き自
主グループ化を
支援するととも
に、
①元気づくりス
テーションの周
知
②教室終了後の
継続ノートの活
用
を併せて行う。

地域で運動が続
けられるような機
会づくりを引き続
き実施する。

12 Ｐ39

3 ページ



平成２５年度 平成２６年度

15 Ｐ41 ④地域ぐるみの介護
予防事業の推進

長寿センターなどを拠点とし、地域
ぐるみで自発的に介護予防に取り
組めるよう支援する。

①簡単な体操をきっかけに、楽しく健康づくり
を目指す集いの場
②二次予防事業参加後の対象者が運動を継
続できる場
③介護予防の考え方を伝達する場
④介護予防サポーター等のボランティアが地
域で活動する場
⑤地域における介護予防の拠点としての周
知

等の目標を達成できる仕組みづくりを検討し
た。

B

左記①～⑤を提供する場
として、「元気づくりステー
ション」を平成25年度より
実施する。
なお、②については以前
より、いきいき運動教室
やさわやか元気教室等
の終了後に、運動が継続
できる場が不足している
ことが課題となっていた。
そのため、教室終了後に
自主グループに移行でき
なかった場合の地域での
継続の場としても位置づ
けた。
今後に向けて、長寿セン
ターに限らず、サロン等
の既存の地域拠点の連
携・活用・支援等につい
ても検討する必要があ
る。

介護予防の拠点
として位置づけ
た長寿センター
等９箇所で「元気
づくりステーショ
ン」を実施する。
サロンや介護予
防サポーター事
業等の他事業と
連携しながら、今
後の拠点の活用
方法等を検討す
る。

平成25年度の内
容を基に再度検
討し、ステーショ
ンの拡大等も視
野に入れて改
善・実施する。

平成２５年度 平成２６年度

ア）サポーターの数が少ない地域に養
成講座の周知を強化する。

受講者数　　初級106人・中級93人・上級47人
登録者数　　539人（25年3月現在、休止74人
含む）

介護予防サポーターの人数や男性が少ない
圏域に個人通知を行った。

B

人数が増えた圏域で顔
合わせがあり、サロンの
協力につながった。しか
し、まだ人数や男性が少
ない圏域がある。
また、②の活動支援にお
ける情報交換や、拠点で
の周知強化を実施してい
く必要がある。

イ）フォローアップ研修の参加率を高め
るため、地域ごとに研修を行う。

研修が遠方のために参加しづらい介護予防
サポーターに配慮し、同じ内容の研修を市内
３会場に分散して実施した。

B

延参加人数は平成23年
度と大きな変わりがな
かったが、単年度では評
価できないため、継続実
施する。

ア）介護予防サポーターが地域で
活動できるよう、日常生活圏域ご
とに活動拠点を整備する。

日常生活圏域15圏域の介護予防拠点とし
て、市役所・総合福祉センター・長寿セン
ター・各支所を挙げ、活動のための物品を整
備した。地域のサロン等や介護予防事業で使
用している。

B

1圏域および支所地域は
市役所・各支所が拠点と
なっているが、サポー
ターの自発的な情報交換
等が実施可能か検証す
る必要がある。

イ）拠点を中心に、介護予防サ
ポーター同士の情報交換等が行
えるよう支援する。

ウ）介護予防サポーターの自主的
な地域活動を支援する。

（３）介護予防サポーターの
養成と活動支援

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

16 Ｐ41 ①介護予防サポー
ターの養成

引き続き個人通知、周知を強化す
る。

会場および研修の内容をその都度
検討して実施する。

17 P42
②介護予防サポー
ターの活動支援（拠
点整備）

元気づくりステーション等の他事業
との関連も考慮し、拠点となる施設
の変更が必要か再検討する。

介護予防フェスティバルのボランティア参加
の役割分担や、活動展示の作成を介護予防
サポーターが圏域ごとに行った。圏域によっ
ては、その話し合いのために自主的に拠点で
会議を行った。
また、フォローアップ研修や介護予防事業に
より、介護予防サポーターの自発的な介護予
防活動（サロン含む）を支援・啓蒙した。その
他、周知・連携を図るために、介護予防サ
ポーター・区長・民生委員に介護予防サポー
ター名簿・たより等を配布した。
なお、平成23年度アンケートの結果、自主活
動を行っている人は231人、自主活動を行っ
ている場所は131箇所だった。

B

地域の活動のための情
報交換が十分に行えてい
ない。

①介護予防サポーターの
拠点等での情報交換
②拠点等における地域の
人たちへの周知活動
（フェスティバルで作成し
た模造紙の掲示など）
により、地域の介護予防
実践者が増えるような取
り組みを行う必要があ
る。

介護予防サポー
ターが拠点で地
域の活動のため
の情報交換を行
なえるよう支援す
る。具体的には、
①当初は情報交
換会の日程等を
設定する
②フェスティバル
の準備を基に働
きかける。
などにより、情報
交換会や活動展
示などを拠点で
実施する。

自発的に介護予
防サポーターが
情報交換を行え
るよう後方支援
する。

（２）介護予防事業の強化
（続）

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）
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平成２５年度 平成２６年度

18 Ｐ42 ①高齢者サロンへの
講師派遣

・高齢者サロンの意向に沿える体
制整備と講座内容の充実を図る。

サロン数：251ヶ所
講師派遣数
運動：175回　　口腔：108回　　栄養：115回
認知症とうつ：136回

B

サロン数の増加に伴う講
師の確保や、地域包括支
援センターとの連携を密
に行い、引き続き講師派
遣ができるよう体制を整
備する必要がある。
（特に運動と認知症・うつ
に関しては講師不足が大
きな課題となっている）

地域包括支援セ
ンターとの連携
と、講師を確保
するために在宅
介護支援セン
ターを運営する
法人のOT・PTに
協力依頼し、体
制を整えていくと
ともに、講師派遣
のあり方につい
て検討する。
なお、平成25年
度は在宅介護支
援センターは２ヶ
所に依頼。

地域包括支援セ
ンターとの連携
と、講師を確保
するために在宅
介護支援セン
ターを運営する
法人のOT・PTに
協力依頼し、体
制を整えていく。
平成25年度の検
討結果により、必
要な改善を実施
する。

19 Ｐ43 ②活動運営費への
支援

・すべての町内会にサロンが設置
されるよう、また、サロン開催回数
が増加につながるよう、運営費に
対する市からの助成を検討する。

助成に向け、関係部署に説明を行った。
（50％）

C

平成23年度・24年度と2
年越しで関係部署へ説明
理解を求め、漸く平成25
年度から助成できること
になった。

新規助成開始 助成を継続

ア）サロン運営者を対象とした研
修会開催等によりサロン活動への
支援を行う。

3回　482人（同じ内容を3日間実施）
講義：生活の中での介護予防
実技：レベル別レクリエーション

A

研修会はサロン運営者の
関心が高く、すぐに実践
で役立つ内容を検討して
実施し、好評だった。サロ
ン運営者からの要望や介
護予防として伝えていき
たい内容を検討し、引き
続き実施していく。

イ）高齢者サロンがない町内にサ
ロンが設置されるよう、関係者へ
の働きかけを行う。

サロンへの移行を目的に実施しているさわや
か元気教室を通して、地域へ働きかけた。

B

サロンを支援していけそ
うなボランティアの不足
や、開催できる会場の不
足が課題となっている。

ウ）介護予防サポーターがサロン
活動に積極的に取り組めるように
する。

「施策２（３）②介護予防サポーターの活動支
援（拠点整備）のウ）」に記載のとおり。 B

介護予防サポーターが実
際に活動を始める際に
は、地域住民の理解や共
助が必要不可欠であるた
め、今後も継続実施する
とともに、さらなる周知が
必要である。
なお、市が主導で活動を
始めた場合は強制的なも
のとなってしまい、短期で
終了してしまう事例が（他
市町村含め）多く報告さ
れていることから、後方
支援を中心とする必要が
あることに留意する。

21 Ｐ44 ④常設型高齢者サロ
ンに向けた取り組み

・常設型高齢者サロンのあり方に
ついて介護保険運営協議会など
で検討する。

検討を行わなかった。
（０％）

D

高齢者の居場所として、
常設型サロンの必要性も
あるが、既存のふれあ
い・いきいきサロンとの棲
み分けや、財政的な面も
含めた持続可能な支援
方法などについて検討し
ていく。

他市の状況を調
査する。

常設型高齢者サ
ロン（＝高齢者の
居場所）のあり方
について、介護
保険運営協議会
で検討する。

（４）高齢者サロンへの支援 事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

20 Ｐ43 ③運営者への支援

研修会においてアンケートを実施
し、要望を吸い上げて内容を検討
する。

地域へ働きかけていくとともに、ボ
ランティアの育成を行う。

引き続き名簿等の配布を行うととも
に、たすけあい会議等、地域にお
ける周知強化を検討・実施する。
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平成２５年度 平成２６年度

ア）「地域包括支援センター便り」
の発行に向けた検討をする。

未実施 Ｄ
・必要性は感じているも
のの、検討を行うことがで
きなかった。

・上半期に内容
やレイアウトの検
討を行う（他市事
例も参照）。
・下半期に2回の
発行を目指す。

・年3回発行を目
指す

イ）高齢者が日常的に立ち寄る場
所への訪問活動を通じ、地域包括
支援センターを広報し、高齢者の
情報提供などを求めていく。

・医療機関（もの忘れ相談医：83ヵ所）の窓口
に地域包括の周知チラシを配布。
・地域包括職員がサロン（21ヵ所）に参加し、
サロン運営者や参加者に対する周知活動を
実施。

Ｂ

･高齢者と日常的に関わ
る店舗等への周知をどの
ように行っていくのか。
・また、町内のキーパーソ
ンである町内会長（区長）
への浸透が課題となって
いる。

ウ）地域包括支援センターや日常
生活圏域について、親しみやすい
名称を検討する。

（地域包括名称）
地域包括支援センター運営協議会において
「地域包括支援センターの名称について」検
討を実施。今後も継続的に協議を行うことに
なった。
（圏域名称）
検討を行えていない。

Ｃ

・地域包括の名称がよう
やく認知されてきたため、
時期尚早ではないかとい
う意見があった。
・圏域名が数字であるこ
とのわかりずらさがある。
ただ、圏域内の地域名が
混在するため、ひとつに
しぼる難しさがある。

23 Ｐ46 ②社会資源の把握
機能の強化

・日常生活圏域ごとに「社会資源
マップ・リスト」づくりに取り組む。

・23年度に作成した地区診断シートを継続利
用。
その他、8つの圏域で、店舗やバス停、買い
物支援のためのマップ作りを行った。

Ｃ

・作成した地区診断シート
の加除ができいない。
・圏域内の社会資源の把
握だけでなく、これらの社
会資源との関わりなどの
経過（記録）を取っていく
必要がある（担当者が変
わっても地域との関わり
を継続していけるような
様式が必要）。

ア）潜在的な高齢者ニーズの把握
に努める。

民生委員との地域たすけあい会議・在宅介護
支援センターとの連携会議を、圏域ごとに実
施することで、支援が必要な高齢者の早期発
見と早期介入に結び付けている。

Ｂ

支援が必要な高齢者が
潜在的にいることを常に
意識しながら実態把握を
行っていく必要がある（漏
れない把握と漏れない支
援）。

イ）地域包括支援センターの夜間・
土日祝日の緊急時の連絡体制の
整理・周知を図る。

夜間、土日休日の緊急時の地域包括支援セ
ンターへの連絡体制の整備及び、在宅介護
支援センターへ休日夜間の緊急時の対応に
ついて委託を実施。

Ｂ
宿直経由で警察や民生
委員等からの要請に対
応することが増えている。

ウ）地域包括支援センターの拠点
のあり方について検討する。

未実施 Ｄ

拠点を増やすことで、職
員が分散することによる
デメリットや在支との棲み
分けなど検討が必要。

ア）地域包括支援センター職員の
地域の調整機能を高める研修の
機会を確保する。

地域包括職員向けの研修実施
テーマ「地域包括ケアの実現に向けて」
講師：高崎健康福祉大学　金井敏教授

B

地域アプローチ・コーディ
ネートの必要性は理解し
ているものの、そのため
の方法論が確立できずに
いる。

イ）地域福祉活動を業務とする社
会福祉協議会との連携を強化す
る。

たすけあい会議に社協職員（圏域担当）が参
加。

C
地域福祉の視点を持てて
いない。

ア）在宅介護支援センターへの委
託内容を見直し、その役割や業務
内容を明確にする。

在支との連携を強化するため、24年度から、
圏域ごとの「在支連携会議」を月1回実施する
ことで、情報交換・共有を図り、包括と在支の
役割や業務内容を明確化した。

A

在支の訪問活動でキャッ
チした情報がスムーズに
地域包括につながるよう
になった（実態把握の強
化）。

イ）在宅介護支援センターの業務
を評価する仕組みづくりに取り組
む。

在支間の実績の差を解消するため、委託業
務実績を評価する仕組みへ転換した。

B
評価制度の導入の効果
を注視していく。

ウ）在宅介護支援センターの担当
地区と日常生活圏域との不一致
を解消する。

未実施 D

地域に根ざした相談・訪
問活動に取り組んできた
在宅介護支援センターに
おいては、地域との信頼
関係、地域への浸透もあ
り、担当地区の変更によ
る影響を精査する必要が
ある。

27 Ｐ47
⑥地域包括支援セ
ンターの運営方法の
検討

・地域包括支援センターの運営委
託を含め、そのあり方について地
域包括支援センター運営協議会
で検討する。

平成25年度高崎市地域包括支援センター運
営方針を作成し、地域包括支援センター運営
方法の検討を重点的に取り組む事項とする。

Ｂ

地域包括支援センターの
機能強化に向け、市直営
のメリットデメリットを検
証、また社会福祉法人へ
の運営委託を含めた運
営方法について検討が
必要。

【施策３】　地域包括ケア体制推進プラン・・・２４事業

（１）地域包括支援センター
の機能強化

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

22 Ｐ45
①地域包括支援セ
ンターの広報活動の
強化

・コンビニやスーパー、郵便局、金
融機関等を地域包括職員が定期
的に訪問を行い、これらの事業者と
顔と顔が見える関係を構築してい
く。
・小学校区の区長定例会に参加
し、地域包括のPRを行う。

・他市等の状況も調査しながら地域
包括や圏域名称を検討していく。
・検討にあたっては、地域包括支援
センター運営協議会、介護保険運
営協議会で提案を行っていく。
・名称変更の時期としては、６期策
定時が望ましい？

・作成した地区診断シート（社会資
源リスト）の更新を行うとともに、全
圏域でマップづくりに取り組む。
・社会資源との関わりなどの経過を
記録していく（担当者が変わっても
地域との関わりを継続できるような
様式の作成＠地域アセスメント様
式）。

24 Ｐ46 ③高齢者ニーズの把
握機能の強化

引き続き、地域たすけあい会議を
通じた民生委員との連携や在宅介
護支援センターとの連携会議を通
じた情報収集を通じ、二次予防事
業対象者への訪問活動など、地域
からの情報収集個別の情報把握を
あわせていく。

たすけあい会議等を通じて、緊急
時の連絡方法等について民生委員
へ周知を継続する。

他市等の事例も踏まえながら、拠
点のあり方について検討していく
（在支のあり方も併せて検討）。

25 Ｐ47 ④地域における調整
機能の強化

今後も継続して、研修機会を確保
し、方法論を確立するためのワー
キンググループを立ち上げ実践し
ていく。

25年度より、社協職員（社会福祉
士）の地域包括への出向が実現し
たため、CSWの視点を浸透させて
いく。

26 Ｐ47
⑤在宅介護支援セ
ンターとの適切な連

携

継続して「在支連絡会議」を開催す
ることで、地域ニーズの把握に努
め、早期発見、早期支援につなげ
ていく。

実績を評価しながら仕組みの検討
を行っていく。

在支の担当地区不均衡の是正に
対する問題意識はあるものの、日
常生活圏域の見直しとも一緒に考
えていく必要がある。

地域包括支援センター運営協議会
で運営方針に運営方針について検
討を行い、方向性を示す。
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平成２５年度 平成２６年度

ア）圏域ごとの高齢者ニーズ把握
と地域におけるネットワークづくり
を行う。

第1回群馬地域支えあい体制会議開催
（12/6）
第2回群馬地域支えあい体制会議開催（3/7）
（構成員）区長会長、民生会長、警察、消防、
在支、社協、支所市民福祉課、地域包括

B

群馬地域の高齢者課題
の洗い出し、課題の共有
化が図られ、地域全体の
ネットワークが構築され
つつある。一方で、圏域
単位では規模が大きすぎ
る？他圏域にどう拡げら
れるかが課題。

イ）地域課題解決に向けた支援方
法を盛り込んだ「高齢者安心生活
支援計画」を策定する。

群馬地域の地域ケア計画（高齢者安心生活
支援計画）を策定。
１圏域（中央・東・南・城東・城南）と６圏域（寺
尾・城山・乗附・片岡）において、地域たすけ
あい会議のメンバー（包括・在支・社協・民生）
とともに、で各小学校区ごとの「地区支援計
画」を策定し、目標に向かって取り組み評価
まで行った。

B

群馬地域の同計画は、内
容が多岐（地域包括の５
つの視点）にわたり過ぎ
たため、検討の中で地区
ごとに要援護者への支援
会議の開催や高齢者の
交通安全の取り組み等
の目標を設定をした。
一方、１圏域・６圏域で策
定した地区支援計画は、
メンバーに区長等は加
わっていないものの、小
学校区ごとにきめ細かい
目標を設定し、取り組む
ことができた（孤立死予
防・買い物支援等）。

前年度設定した
目標を具体的に
実施していく。
モデル的に実施
した群馬地域で
の圏域単位の計
画と１圏域・６圏
域での小学校区
単位での計画、
それぞれのメリッ
ト・デメリットの検
証を行う。
圏域ごとの方針
づくり（地域包括
の目標）と、地域
の関係者と共有
する小学校区ご
との計画策定が
良い？身近な問
題、独居（孤独
死）や認知症高
齢者の見守り、
居場所づくり、災
害時要援護者等
を切り口に計画
を作成していくこ
とを検討する必
要がある。
（ケアプランの地
域版のイメージ
（小学校区単位）

圏域ごとの方
針、小学校区ご
との支援計画を
策定する。

ウ）計画策定後は定期的に評価を
行い、課題については、関係機関
に協力を求める。

未実施 D
・地域包括が把握してい
る地域ニーズが集約され
ていない（方法がない）。

ア）地域たすけあい会議の事例や
意見の分析を行い、地域包括ケア
に繋げる。

地域たすけあい会議を、民生委員地区単位
（35地区）を基本とし、市内全域で９２回開催
（１地区あたり2回程度）。【参加者：地域包括・
在支・社協・民生委員】ただし、分析は未実
施。

Ｄ

会議の報告書の作成・供
覧にとどまり、各地域から
市全体の課題として捉え
るための分析ができてい
ない。

イ）地域たすけあい会議の今後の
方向性やあり方について検討す
る。

未実施 D

国が推進する地域ケア会
議（個別ケース検討）と既
存の地域たすけあい会
議との役割の整理（内容
や構成メンバー等）を行う
必要がある。

ア）気になる高齢者の情報を地域
包括支援センターに提供しやすく
するよう、情報提供の目安を示し
たリーフレットを作成する。

未実施 D

23年度にモデル的に実
施・検証を行ったが、地
域包括の役割を誤解され
た部分（すぐに来なかっ
たという苦情）があり、情
報提供を受けた場合の
対応方法に課題がある。

イ）「運営推進会議」を活用し、介
護事業所との連携を強化する。

地域密着型サービス運営推進会議に、地域
包括職員の圏域担当者が参加（年間92回）。

C

会議内容が、行事報告等
の事業所内の話題にとど
まることが多く、地域連携
という視点を持った議論
が活発でない。

ウ）「地域ケア会議」において関係
者や関係機関の協力を得られるよ
う、関係機関とのネットワークを強
化する。

困難ケースの課題検討会議を多職種で開
催。課題を地域関係者と共有し解決に向けて
協議を行った。（24年度は5件程度）

C

開催する判断基準や方
法、連携先等の明確化が
必要。
構成員としては、医療や
介護事業者が中心であ
り、協力先として期待でき
る近隣住民や商店等との
連携が課題。

（２）地域との協働に向けた
仕組みづくり

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

28 Ｐ48 ①高齢者安心生活
支援計画の策定

群馬地域での開催効果や課題など
の検証を行い、他圏域での必要性
等についての検討を行う。圏域単
位なのか、小学校区単位でのネット
ワーク化・課題共有なのか、たすけ
あい会議や地域ケア会議等との整
理が必要。

・②に基づき計画を策定し、評価
（モニタリング）を行っていく。
・地域課題については、小学校区
→圏域ごとに集約を行ったうで、市
関係部署や関係機関へとつないで
いく（6期計画における政策形成）

29 Ｐ48 ②地域たすけあい会
議の開催

これまで開催した内容の分析（課
題の分類）を行い、各地域の課題
を市全体としての課題と捉え、課題
解決に向け検討を行っていく。ま
た、必要に応じて関係部署への情
報提供や働きかけを行っていく。

地域ケア会議（個別ケース検討）と
既存の地域たすけあい会議との役
割の整理（内容や構成メンバー等）
を行ったうえで、それぞれの会議か
ら個別ニーズと地域ニーズの集約
を行い、市の政策誘導につなげて
いく。

30 Ｐ49 ③関係機関とのネッ
トワークづくりの推進

早期発見、早期支援につなげるた
めに、商店・金融機関、配達事業者
等との連携は必要不可欠。
25年度から始まった、民間事業者
（訪問系）との見守り協定（群馬県
主導）による取り組みとの連携を行
う。
高齢者が立ち寄る商店や金融機関
等への訪問活動（PR）活動を圏域
単位で行っていく。

地域密着型サービス事業所が地域
の介護拠点の役割が担えるように
働きかけを検討していく。

平成25年度からは、多職種協働に
よる地域包括支援ネットワークの構
築の手法として「地域ケア会議」が
位置付けられたことを踏まえ（努力
義務化）、25年度に地域包括内に
ワーキンググループを立ち上げ、
現在の開催状況の検証と開催基
準、連携先、開催方法など、市とし
ての開催方法等の整理を行ない取
り組みを行っていく。
（地域ケア会議＠機能）
○個別課題解決機能
○ネットワーク構築機能
○地域課題発見機能
○地域づくり・資源開発機能
○政策形成機能

7 ページ



平成２５年度 平成２６年度

31 Ｐ51 ①地域福祉計画の
推進

・地域包括ケアを推進するため、
地域福祉計画との調和を図る。

【社会福祉課】
社協と地域たすけあい会議との連携など、地
域福祉活動計画との調和が図られている。

Ｂ

地域たすけあい会議へ
の社協の積極的参画や、
会議情報のさらなる共
有、活用が求められるの
ではないか。

地域たすけあい
会議への社協の
積極的参画等

第２次地域福祉
計画に基づく、地
域たすけあい会
議の機能充実。

ア）ひとり暮らし高齢者の生活支
援などにおいて、社会福祉協議会
との連携を強化する。

【社会福祉課】高齢者サロン活動の推進によ
り、計画を上回るサロン数の開設を達成して
いるなど、ひとり暮らし高齢者の支援は進ん
でいるが、社協との連携が強化されているわ
けではない。

Ｂ

高齢者サロン活動に対す
る支援など、社協との連
携を図る必要があるので
はないか。

高齢者サロン活
動に対する支援
等

同左

イ）地域包括ケアのネットワーク作
りにおいても、地域包括支援セン
ターと連携を強化する。

地域たすけあい会議に社会福祉協議会の職
員が参加し、情報の共有を図っている。

C

社協職員に参加しても
らっているが、現状では、
現場ニーズに対応した動
きにつながっていない。

ウ）引き続き、社会福祉協議会へ
の財政的な支援を行う。

【社会福祉課】
社会福祉協議会補助金　237,000,000円
（100％）

A

人件費分必要額は確保
できたが、他の経費につ
いての増額分が認められ
なかったので、次期は要
求額に近づけるようにす
る。

引き続き、補助
金を交付する。

引き続き、補助
金を交付する
が、必要額の増
額に対応できる
ようにしていく

ア）民生委員との連携を強化し、
支援を要する高齢者の早期発見
を行う。

地域たすけあい会議等で、地域の高齢者に
関する情報交換などを通じ、民生委員と顔が
見える関係を構築してきた（信頼関係づくり）
また、民生委員が中心に行っているふれあい
いききサロンに参加し地域包括支援センター
の役割を説明し、支援が必要な高齢者の早
期発見を図っている。

B

民生委員の高齢者支援
に対する考え方には個人
差があり、引き続き早期
発見の体制づくりを検討
していく必要がある。

イ）「地域たすけあい会議」を通じ、
民生委員への助言や支援を行
い、民生委員の負担軽減を図る。

地域たすけあい会議の９２回開催し共有した
情報に基づいて、訪問等により状況確認を行
い、地域包括支援センターや在宅介護支援セ
ンターの職員による見守りを実施。

B

地域たすけあい会議での
関わりから、普段の連携
に繋げていく。会議以外
での質問や相談も増加傾
向にある。
同時に、民生委員と連携
が進めば進むほど、民生
委員活動の負担感が高
まっている話しをよく聞
く。

【社会福祉課】
・個人情報提供申請書　（民生委員・児童委
員）により担当課から情報を提供した。
・地区民生委員児童委員協議会会長会を年
12回実施。情報提供・情報共有を行った
（80％）

A
毎月１回地区会長会議を
実施し市からの情報提供
を行った

平成２４年度より、ひとり暮らし高齢者基礎調
査時に住民基本台帳情報（氏名・年齢・住所）
の提供を行った。

Ｂ

住基台帳の情報は、実態
としてのひとり暮らし高齢
者情報とは限らないた
め、あくまでも参考資料
にとどまるものである。

参考資料として
の住基情報では
あるが、新規対
象者が明確にな
る情報とし、提供
する。

ひとり暮らし高齢
者実態調査にお
いては、引き続き
住基情報を提供
する。

エ）「オレンジボランティア」と民生
委員との連携協働方法について
検討する。

オレンジボランティア会議に民生委員に参加
してもらい、オレンジボランティアとの顔合わ
せや活動についての説明会を31箇所で実
施。
見守り活動の利用に際しては、民生委員にも
カンファレンスに出席してもらっている。
【利用者9人】

B
民生委員にオレンジボラ
ンティアの活動がある程
度周知された。

（３）地域福祉の実現 事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

32 Ｐ51 ②社会福祉協議会
活動との連携

25年度から社協が実施する予定の
「見守りを兼ねた買い物代行事業」
を通じ、社協との連携を強化してい
く。また、同じく25年度に策定予定
の「地域福祉計画・地域福祉活動
計画」において、社協との連携強化
について検討を行っていく。

33 Ｐ52 ③民生委員との協働

民生委員から地域包括へ連絡をも
らいたい高齢者について、具体的
な事例を示していく。（情報提供し
てもらう目安の明確化）

今後も継続して、地域たすけあい
会議等を通じ、民生委員との連携
を強化していく。また、現場からあ
がってきている民生委員の負担や
活動内容や役割等の疑問や照会
などについては、関係機関につな
げていくことで、負担軽減等につい
ても問題提起を行っていく。

ウ）市からの情報提供のあり方や
地域組織との情報共有の仕組み
づくりについて検討する。

地区会長会において情報提供及び
情報共有を推進する

今後も継続して、地域包括職員
が、オレンジボランティアと民生委
員との間に立って連携が図られる
よう調整を行っていく。また、民生
委員に対しては、オレンジボラン
ティアの必要性について説明を継
続して行っていく。
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平成２５年度 平成２６年度

【こども家庭課】こども基金助成事業による子
育て支援活動への助成対象として高齢者と
子ども、子育て世代が交流できる活動の申請
を想定。
（0％）

C

助成対象は団体等の自
主的な活動が前提である
ため、プランに見合った
申請（活動）がなければ
実績はない。

【社会福祉課】総合福祉センター内で、シル
バー、障害者、児童各センターの利用者交流
事業を実施（80％）

Ｂ

児童と親はセットでの参
加となることが多く、親の
予定に出欠状況が左右さ
れることが多い。

イ）学生と高齢者の交流や学生に
よる高齢者支援の仕組みづくりに
ついて検討する。

【建築住宅課】多世代交流による高齢者支援
策としての多機能型住居整備事業について
検討会を実施し、その結果を基に事業者募集
要項をまとめた。
また、事業者募集に係るプロポーザルを実施
し、事業予定者を選定した。
（100％）

A

事業内容の協議に際し、
様々な関係法令との適合
を判断する必要があるた
め、引き続き関連部署と
連携して事業を進める必
要がある。

事業予定者と協
議して事業内容
を決定し、基本
協定及び一般定
期借地権設定契
約を締結する。

事業者が多機能
型住居の実施設
計を行い、建設
工事に着手す
る。

【社会福祉課】たかさき市民福祉大会を開催
し、成年後見落語講演を行った（80％）

A

成年後見制度について
落語で講演することによ
り、幅広い世代にわかり
やすく広報活動を行った

【人権男女共同参画課】高齢者の人権を含め
た人権課題に対する人権意識の高揚を図る
ため、人権を考える市民の集いや街頭での人
権啓発活動などを実施した。

B

人権意識については、そ
れぞれの心の中のもので
あり、活動の効果が表れ
にくい。このため継続的
に粘り強い人権啓発活動
の実施が必要である。

【社会教育課】人権尊重都市宣言に基づいた
「心豊かな地域づくりのための懇談会」を市内
全域の44公民館において実施し2505人の参
加があった。
公民館独自の人権教育推進講座は44公民館
で1724人の参加があった。

Ｂ

すべての公民館において
実施することができた。
参加者の年齢に偏りがあ
るので、各年代からの参
加が望まれる

【学校教育課】やるベンチャーウィーク（中学
校）
・介護等の福祉活動を体験　　　３９７名
・小学校では地域のお年寄りから、昔の遊び
を教えてもらったり、様々な経験談を聞いたり
して、高齢者と触れ合いを行っている｡

A

高齢者とのふれあいや福
祉活動を計画的に実施
する中で高齢者に対する
尊敬と感謝の心を育んで
きている。

高齢社会に関す
る理解を体験活
動など、ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
ｻｲｸﾙにより改善
を図り、高齢者に
対する尊敬や感
謝の心を高めて
いく。

体験活動を通し
て高齢社会に関
する理解を高め
るなど、福祉意
識の高揚を図っ
ていく。

平成２５年度 平成２６年度

ア）医療ニーズの高い在宅の要介
護高齢者へは、「通所リハビリテー
ション」や「訪問看護」の利用促進
に努めます。

在宅での医療連携のあり方についての研修
を実施（H24.10.19）参加者：地域包括・在支職
員
テーマ：「最期まで目一杯生きる」
講師：緩和ケア診療所いっぽ（萬田医師）

C

医療的ケアに関する知識
の不足しているケアマネ
が多く、医療系サービス
の導入に課題がある

イ）「定期巡回・随時対応型訪問介
護看護」や「複合サービス」の整備
に向け、介護サービス事業所など
への働きかけを行う。

両サービスについては、平成２４年度中の開
設は出来なかったものの、すでに複数の事業
者からの意向により、開設に向けての相談及
び図面確認を行っている。（目標達成率０％）

Ｂ
両サービスともに、平成２
５年度中の開設を予定し
ている。

両サービスとも
に、地域住民の
ための事業所と
なるよう指導して
いく。

引き続き、両
サービスともに、
地域住民のため
の事業所となる
よう指導してい
く。

ア）医療と介護のネットワークづく
りに努める。

MSW（医療ソーシャルワーカー）との勉強会を
主催（H25.3.16）参加者：MSW15人（11施設）、
地域包括17人
（内容）入退院時の情報共有や困難ケースの
早期対応についてを検討

C

勉強会をきっかけにケー
スの相談がしやすくなっ
たが、情報共有が必要な
ケースの認識に差があ
る。
今後は、地域包括だけで
なく、居宅ケアマネにも
MSWとの勉強に参加して
もらう必要がある。

イ）地域包括支援センターが中心
となり、医師会、医療ソーシャル
ワーカー、訪問看護事業所、介護
支援専門員などで構成する医療・
介護連携検討会議を実施する。

未実施 D

24年度は民生・在支等と
の地域連携に軸足をおい
てきたが、25年度以降
は、医療連携の強化に主
軸をうつしていく。

25年度にワーキ
ンググループを
立ち上げ、具体
的な構成員や審
議内容等の検討
を行い、検討会
議のあり方を明
確にする。

年度内の開催で
調整

37 Ｐ55
③かかりつけ医と介
護支援専門員との連
携

・医療と介護の情報交換を行うた
めの定期的な連絡調整会議の開
催や情報共有を円滑に行うため
の仕組みづくりを行う。

未実施 D

医療的ケアに関する知識
が十分でないケアマネの
多くは、かかりつけ医とは
連携をとりにくいと感じて
いる。

市内のケアマネ・
かかりつけ医に
アンケート調査
等を実施し、連
携実態を明確に
する（課題の洗
い出し）。

アンケート調査
結果等を踏ま
え、医師会や医
療・介護連携検
討会議（仮称）に
おいて仕組みづ
くりを行う（連携
ツール等）。

34 Ｐ53 ④世代間交流と福祉
意識の高揚

ア）高齢者とこども、子育て世代が
交流できる仕組みづくりを検討し
ます。

助成事業を継続して実施するが、
世代間交流等を前提とした見直し
等を行う予定はない。

引き続き、交流事業の実施及び強
化を図っていく。

ウ）広報活動、市主催行事、学校
教育を通じ、引き続き福祉意識や
人権意識の高揚に向け取り組む。

引き続き、福祉意識の高揚を目指
す

人権意識の高揚を図るため人権講
演会や街頭での人権啓発活動の
実施を図る。

継続してすべての公民館での開催
をするとともに参加者の増加を図
る。

（４）医療との連携強化 事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

35 Ｐ54
①医療ニーズに対応
した介護サービスの
充実

地域包括が主催しているケアマネ
研修会や介護保険課が実施してい
るケアプランチェック等、様々な機
会を通じ、医療系の介護サービス
の促進を図っていく。

36 Ｐ54 ②医療と介護のネッ
トワークの構築

勉強会を意見・情報交換会に発展
させ、開催回数も年2回程度に増や
していく。
居宅ケアマネにも参加してもらえる
よう働きかける。
勉強会で出された意見や課題等を
関係者間で共有し、課題解決に向
けて共同で取り組んでいく。

（３）地域福祉の実現（続） 事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

9 ページ



平成２５年度 平成２６年度

ア）地域包括支援センターに相談
できるよう、権利擁護についての
普及啓発や相談体制の充実に取
り組む。

・職員がサロン（約50ヵ所）に参加し、サロン運
営者や参加者に対する周知活動（訪問型）を
実施。
・出前講座「大切な人権と財産を守るために
～成年後見制度の活用～」を実施（3件）。

B
権利擁護について、より
広く周知する方策を検討
する必要がある。

イ）虐待等高齢者の権利侵害支援
に取り組むため、地域ケア会議な
どのネットワーク体制を構築する。

地域たすけあい会議の中では、地域の個別
困難事例等について、民生委員や在宅介護
支援センターと課題解決に向けた協議・検討
を行っている。

B

医療関係者や住民組織
（区長や隣近所のキー
パーソン）など多職種によ
る連携を図っていく必要
がある（構成員の拡充）。

ア）地域包括支援センターの相談
支援体制の充実に取り組む。

地域包括の社会福祉士を中心に相談支援を
行っている。（相談件数33件（H24））

C

社会福祉士だけでなく、
他の専門職も後見制度
に対する知識や理解を身
に付けていく必要がある
（対応力の平準化）

イ）制度周知のパンフレットの作成
や広報高崎等の活用により普及
啓発に取り組む。

周知啓発用パンフレット（8ページ）を作成
（3,000部）
（相談連絡先入：各地域包括支援センター）

C
パンフレットの活用方法
の検討

40 Ｐ57 ③市民後見人の養
成に向けた検討

・市民後見人の養成とその活用方
法などについて検討を行う。

NPO法人に委託し、市民後見人養成講座を
開催。約172人から申し込みがあり、最終的に
は30人が修了。

A

玉村町に続き県内２例目
次年度は、修了した市民
後見人の活用方法の検
討を行う。

平成２５年度 平成２６年度

41 Ｐ57 ④日常生活自立支
援事業の利用支援

・社会福祉協議会と連携を図り利
用促進に向けた広報周知活動を
行う。

相談過程において、制度説明を行い、社会福
祉協議会へつないでいる。

B

相談過程において利用
周知・つなぎを行うことが
できている。一方、利用
申請から利用開始までに
時間を要することが課題
となっている（利用待機者
が多い）。

ア）虐待防止に向け、広報高崎な
どやパンフレット作成により普及啓
発を図る。

地域包括の社会福祉士を中心に、介護事業
者向けの虐待防止リーフレットを作成・配布。

C
次年度以降は、市民周知
用のチラシ・ポスターを作
成する必要がある。

介護事業者向け
のチラシ、ポス
ターをベースに
市民向けのパン
フレットを作成・
配布していく（印
刷業者仕様）。

認知症介護者支
援の視点による
虐待予防の普及
啓発に関する市
民向けのセミ
ナー（講演会）を
実施する。

イ）家族などの介護負担を解消す
るため、地域包括支援センターに
よる相談支援体制を強化する。

虐待相談件数55件（H24）
認知症の人を支える家族のつどい（月1回）
（参加者延べ：34人）
「認知症相談」認知症地域支援推進員（月1
回）
（相談受付：20人）
「もの忘れ相談」もの忘れ相談医師（12回）
（相談受付：17人）

B

「つどい」や「相談」に来な
い介護者へのアプローチ
方法を検討する必要があ
る。

43 Ｐ59 ②虐待対応力の向上
・高齢者虐待対応マニュアルの運
用の徹底のほか、各職員の虐待
対応力や専門性の向上を図る。

H22に作成した虐待対応マニュアルに基づき
特養への入所措置（分離）や市長申立てを実
施。
（特養への入所措置：3件）
（市長申立て：2件）
県主催の虐待対応研修会（6月）に参加（6人）
地域包括の社会福祉士を中心に虐待対応事
例集の作成に着手（25年度完成予定）

B

対応マニュアルの活用や
対応事例の蓄積により、
職員の対応力の均一化
が図られつつある。

ア）地域包括支援センターを中心
とした「虐待防止ネットワーク」の
構築に向け取り組む。

地域包括支援センターと介護保険課（認定調
査員による訪問時）との内部連携を実施し、
虐待発生のリスクがあると思われる世帯への
訪問等による支援を実施。

B

本市で発生した虐待ケー
スの通報者の多くが介護
事業者（ケアマネ・デイ）
であることからも、これら
の事業者からの情報提
供を求めていくことが必
要。

イ）関係機関向けの虐待対応マ
ニュアル作成や研修会の開催に
より連携を図る。

榛名・倉渕地域において、介護事業所に対
し、高齢者虐待（権利擁護）についての研修
会を実施した。（参加者：デイ9人・GH2人、小
規模3人、訪問8人、居宅ケアマネ10人）

C
24年度実績をもとに、次
年度は全市に拡大してい
くことが必要。

介護事業者（主
にケアマネ・デ
イ）向けの虐待
対応マニュアル
（早期発見のた
めのポイントや
対応方法）の作
成。

介護事業者向け
の虐待対応マ
ニュアルの周知
啓発
研修会の開催
（ケアマネ研修等
で定期実施）

内部研修の実施により対応力の平
準化を図る。また、利用促進を図る
ため、弁護士会や司法書士会（リ
ガールサポート）、社会福祉士（ぱ
あとなあ群馬）等との情報交換や
意見交換を行っていく。

作成したパンフレットを有効に活用
していく（配布先）
広報高崎での制度周知を検討して
いく
（市民後見人の取り組みと合わせ
ていく）

（５）権利擁護の取り組みの
充実

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

市民後見人（市長申立案件）の活
動支援のためのフォローアップ体
制の構築（研修・相談支援）

これまで通り相談過程において、制
度利用に向けたつなぎ（情報提供）
を行っていくとともに、社会福祉協
議会と連携を図りながら周知を図っ
ていく。
また、日常生活自立支援事業を実
施する社会福祉協議会とともに、後
見制度の利用周知や相談支援体
制のあり方等を検討していく。

38 Ｐ56 ①権利擁護相談・支
援の充実

訪問型の周知を継続していく。ま
た、虐待、消費者被害（消費生活セ
ンターとも連携）、後見人制度等に
ついてのリーフレットによる周知だ
けでなく、広報高崎等も活用するこ
とも検討していく。

25年度、ワーキンググループを立
ち上げ、「地域ケア会議」のあり方
や具体的な実施方法に関する整理
を行い、多職種によるネットワーク
の構築を図っていく。

39 Ｐ56 ②成年後見制度の
利用促進

42 Ｐ58 ①虐待予防の普及
啓発

アウトリーチ型の介護者支援（定期
訪問）の方法を整理していく。（例え
ば、認知症の母親とそれを介護す
る息子世帯などハイリスクと思われ
る世帯への訪問等）

対応力の向上を図るため、対応事
例の検証や蓄積を重ね、事例集と
して形に残していく。また、対応マ
ニュアルの見直し（発生後からのフ
ローチャート）も併せて実施してい
く。

44 Ｐ59 ③虐待防止ネット
ワークの構築

早期発見につなげるための介護事
業者（ケアマネ・デイ）への周知啓
発。
虐待対応時における、警察（身体
的虐待）や弁護士・司法書士・社会
福祉士（経済的虐待）との連携の実
践。

（６）高齢者虐待防止への
取り組み

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）
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平成２５年度 平成２６年度

【指導監査課】
指導監査課においては、苦情や事故等に対
する調査及び監査と同様の手続きや手順の
ため、特に、身体拘束や虐待に対する対応手
順や指導方法をまとめたマニュアルの作成は
行っていないが、窓口や電話等での適正な聞
き取りが行えるよう受付票を作成し、所管課
にも配布した。
基本的には『高齢者虐待防止法』に基づき、
関係機関（警察・医療機関・群馬県・地域包括
等）と連携を図り、遺漏のない対応を図ってい
る。
２４年度目標達成率＝１００％

Ａ

相談や通報だけが虐待
や身体拘束を示唆するも
のではなく、事故報告に
おいても虐待の可能性を
念頭に置いた客観的な
対応が求められる。
所管課（長寿社会課・介
護保険課）との連携を図
り、早急且つ的確な対応
を図る必要性あり。

速やか且つ柔軟
性のある臨機応
変な対応が求め
られるため、杓
子定規な対応と
なりがちなマニュ
アル重視の体制
ではなく、引き続
きフットワークの
ある調査・監査
体制を図り、実
施していく。

同左

事実確認の調査方法等について、研究中。 Ｄ
事実確認の調査方法に
ついて研究する必要があ
る。

事実確認の手法
研究

相談・通報の受
付からのフロー
の確認

新規事業所説明会、実地指導などの機会を
捉えて啓発活動を行った。

Ｂ 集団指導について検討
機会を捉えて指
導

機会を捉えて指
導

Ｂ

Ｂ

新規事業所説明会、実地指導などの機会を
捉えて啓発活動を行った。

Ｂ 集団指導について検討
機会を捉えて啓
発

機会を捉えて啓
発

45 Ｐ60
④施設従事者等によ
る虐待防止に向けた
取り組み

ア）相談・通報受付や事実確認調
査、事業者への指導方法などの
手順をまとめたマニュアルを作成
する。

イ）高齢者の人格を尊重したケア
が行われるよう、施設事業者など
に対する適切な運営指導に取り組
む。

【指導監査課】
定期的な実地指導の中で、実態を含めた身
体拘束や虐待等の防止に向けた取り組み状
況等の確認を行うとともに、意識啓発に向け
た指導を図った。
（身体拘束関係指導＝１７か所）
また、虐待の疑いのある苦情・事故等に対
し、早急な調査及び監査を実施し、事実関係
究明を行った。
（２４年度虐待疑いの調査＆監査＝３か所）
２４年度目標達成率＝９０％

身体拘束は比較的発見
しやすいが、虐待につい
ては、認知症の有無等に
より利用者本人の証言の
信憑性に大きく左右する
ため立証が極めて難し
い。

地道に実地指導
を通じて身体拘
束や虐待の防止
に向けた指導及
び周知啓発を図
る。

同左

ウ）施設における身体拘束の防止
に向け、施設事業者への普及啓
発を行う。

（６）高齢者虐待防止への
取り組み（続）

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）
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【施策４】　安心生活環境充実プラン・・・２３事業

平成２５年度 平成２６年度

46 Ｐ61 ①高齢者社会参加
促進事業

・引き続き、一声かけ運動を行う民
生委員への支援を行う。

一声かけ対象高齢者数　　8,261人
助成額　15,509,800円
（100％）

A

民生委員による、閉じこも
りがちなひとり暮らし高齢
者への声かけ活動によ
り、地域における見守りを
強化を図った。

47 Ｐ62 ②安心連絡メモの普
及

・引き続き、「安心連絡メモ」の配
布や普及活動に取り組む。

ひとり暮らし調査などの機会に民生委員さん
に配布依頼。
（80％）

Ｂ

「安心連絡メモ」につい
て、消防への周知が徹底
していなかった事例が
あったため、再度依頼し
た。

48 Ｐ63 ③高齢者のみの世
帯への支援

・高齢者のみの世帯を的確に把握
する仕組みづくりを行う。

未実施 D

対象件数が13,000世帯
（H22）あるため、優先順
位付けを行っていく必要
がある。

あんしん見守りシステムの導入（24年度３月
末時点 258件）51.6％

A

申請件数の目標件数を
達成可能なペースで推移
しており、現状は概ね良
好といえる。

対象者の条件など
の見直しにより、設
置件数の拡大を図
る。

事業を継続し拡大
していく。

城東地区で孤立死の発生状況について、民
生委員や区長から聞き取りを実施。発生状況
等を取りまとめ報告書を作成。

C

市内における孤独死の発
生件数が正確にわからな
い。防止すべきは「孤立
死」

群馬県が中心となり、ライフライン事業者が住
民の異変を感じた際に市町村の担当部署に
通報する体制をつくるため、事業者と協定締
結。（50％）

C

高齢者だけでなく、障害
者や生活困窮者を含め、
ライフライン事業者への
働きかけができた。

城東地区の孤独死の発生状況を取りまとめ
た報告書を民生委員や区長と共有し、地域ぐ
るみの見守り体制についての意見交換会を
実施。

C

地域住民だけでなく、民
間事業者（訪問・配達事
業者）に協力を求めてい
く必要がある。

ウ）支援を拒否する高齢者など対
応困難な場合は、地域包括支援
センターの介入や専門機関を交え
た「地域ケア会議」の開催により迅
速な支援に取り組む。

民生委員等から地域たすけあい会議や、在
支連携会議等において、支援拒否者（セルフ
ネグレクト）への対応方法などの検討を行って
いる。

C

セルフネグレクト（支援拒
否）への対応方法は、明
確な答えがなくアプロー
チが難しい。

平成２５年度 平成２６年度

ア）在宅福祉サービスに関する情
報提供を充実させる。

A
概ね目標どおりに業務を
進めることができた。

A
概ね目標どおりに業務を
進めることができた。

検討を行うことができなかった。
（０％）

D

介護予防・日常生活支援
総合事業と関連するもの
であるが、具体的な検討
はできなかった。

他市の在宅福祉
サービスを調査
する。

介護予防・日常
生活支援総合事
業と合わせて検
証を行う。

51 Ｐ68 ②特別給付（短期入
所サービス費）

・保険料負担の公平性の観点か
ら、利用日数の見直しを行う。

利用者：要介護１（446人）、要介護２（1086
人）、要介護３（678人）、要介護４（424人）、要
介護５（283人）

A
利用日数の見直しを行
い、給付の適正化に資す
ることができた。

52 Ｐ68 ③低所得者等への
支援

・低所得者等への支援を継続す
る。

高額介護（予防）サービス助成（延38,513
件）、居宅サービス利用者助成（259件）

A
概ね目標どおりに業務を
進めることができた。

（１）ひとり暮らし高齢者等
への支援

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

引き続き支援を行う

引き続き、安心連絡メモの普及に
取り組む。

生活元気度チェック表から、訪問が
必要と思われる世帯を抽出。

49 Ｐ63 ④孤独死ゼロ運動の
推進

ア）警察などと連携を図り、孤独死
の実態把握とその背景や原因分
析を行う。

警察との情報交換を継続しながら
も、地域たすけあい会議等を通じて
地域の「孤立死事例」の情報収集
を全圏域で実施していく。また、収
集した情報の分析（発生要因）を行
い、防止策を検証する。

イ）地域住民のほか、新聞配達な
ど民間事業者との提携による安否
確認を組み合わせ、地域ぐるみの
見守り体制を構築する。

事業者からの通報に迅速に対応で
きる体制を確立する。

平成25年4月、群馬県が民間事業
者（生協、新聞配達、検針員等）と
協定を結び、心配な高齢者の情報
提供に協力してもらう「地域見守り
支援事業」をベースとして、県やこ
れらの民間事業者と連携して取り
組んでいく（情報提供があれば、地
域包括職員が訪問実施）。

強い支援拒否があった場合におい
ても、地域ケア会議を積極的に活
用し、関係者とともに支援方法を検
討していく。
また、各圏域ごとに支援拒否者の
実態把握（優先順位付け）を行うと
ともに、個別ケースごとの支援計画
の作成を検討していく。

（２）在宅生活支援及び介
護者支援

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

50 Ｐ64 ①在宅福祉サービス
（市独自サービス）

訪問介護サービス（29人）、生きがい活動支
援通所サービス（8人）、短期宿泊サービス（0
人）、出張利美容サービス（144人）、布団乾燥
消毒サービス（200人）、おむつ給付等サービ
ス（2,127人）、はり・きゅうマッサージ施術費用
助成（実利用者数）、給食サービス（1,014
人）、ちょこっと助け隊（209件）、やすらぎ電話
相談（2523件）

引き続き、適正化計画に基づいて
在宅福祉サービスに関する情報提
供を推進していく。

イ）地域包括ケア推進に向け、在
宅福祉サービスの検証と今後の
あり方について検討を行う。

引き続き、適正化計画に基づいて
在宅福祉サービスの検証と今後の
あり方について検討していく。

第5期事業計画に沿って、事業内
容を検討していく。

引き続き、低所得者への支援を継
続していく。
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平成２５年度 平成２６年度

ア）認知症高齢者の家族のつどい
を継続するほか、介護技術習得の
教室や介護相談会を開催し、介護
者同士の交流機会の場を提供す
る。

「認知症の人を支える家族のつどい」
（月1回開催、平均3～4人/回）

B

認知症以外の家族を対
象とした交流機会のニー
ズがどの程度見込まれる
のかを把握する必要があ
る。認知症のつどいにお
いては、参加者が限られ
ているのが現状。

イ）日常生活圏域ごとに、介護者
が交流できる場を提供する。

「認知症の人を支える家族のつどい」
（月1回開催、平均3～4人/回、参加実数34
人）
→会場は市役所本庁舎の1ヵ所

C

参加者へのアンケート調
査では、半数以上が近く
の公民館等での開催を
希望しているが、近所で
の開催を望んでいない声
も聞かれた。

近所での開催を
望まない意見が
あることも踏ま
え、本庁会場の
1ヵ所で継続実施
していく。

より多くの家族に
参加してもらえる
よう、モデル地区
を設け、効果を
検証していく。

ウ）適正に在宅介護者の慰労する
ため、支給要件を見直す。

在宅介護慰労手当支給者数
　　　　　　　　　　　　（1,085人　42,750,000円）

B
県と協議した結果24年度
と同様の措置となった。

平成２５年度 平成２６年度

ア）支援を要する高齢者がどの地
域にどれだけいるか、地域ごとに
実態調査を行う。

・H24.8：長野地区の75才以上のひとり暮らし
高齢者100人に対し、買い物支援にかかるア
ンケートを実施。
・H25.3：民生委員さんに買い物代行対象者に
ついて調査依頼。
（50％）

C

買い物は、近くにお店が
ないなどの環境だけでな
く、親族とのつながりの有
無など個人差があり、一
律のアンケート調査では
実態がつかみにくい。

地域包括支援セ
ンター・民生委員
さんなどの日ご
ろの活動での情
報収集に努め
る。

買い物に限らず
生活全般の課題
の把握に努め
る。（地域たすけ
あい会議など
で、情報を提供し
ていただきやす
い環境を作る）

イ）具体的には、二次予防対象
者、要支援認定者、高齢者サロン
参加者などへの聞き取りを行う。

平成24年度には、具体的な調査は実施して
いない（平成23年度にモデル的に一部サロン
や要支援認定者等への聞き取り調査を実
施。（0％）

D 平成24年度は未実施

ウ）調査結果は、庁内関係課で情
報共有するほか、積極的に情報
発信する。

特別な情報発信は行わなかった。
（0％）

D

関係課に出す内容の調
査は行わなかったため、
特に情報提供は行わな
かった。

ア）引き続き、「ぐるりん」などによ
る高齢者の移動支援に取り組む。

【地域交通課】
利便性の向上やわかりやすい案内などを目
指し24年7月に路線改正・本運行開始
（100％）

A

旧市内の改正を行ったの
で支所地域の路線につ
いて改正・利用促進を行
う

運行継続及び、
支所地域の事業
の見直し検討、
改正

事業継続実施

イ）「敬老バスカード」の周知を強
化する。

【地域交通課】
さまざまな機会をとらえ敬老バスカードのＰＲ
に努めた。（90％）

A
継続してのＰＲ及び販売
窓口の検討

継続してのＰＲ及
び販売窓口の検
討

事業継続実施

ウ）地域の実情にあった移動支援
のあり方について検討する。

【地域交通課】
支所地域において地域特性にあった交通体
系について地域住民と協議実施（50%）

B
支所地域の実態に合った
改正・利用促進を行う

引き続き検討し
年度内に事業開
始予定

事業継続実施

エ）定期的な買い物バスツアーな
どの検討を行う。

・倉渕地域限定の過疎地有償運送を開始
・買い物バス運行に向け、地域包括支援セン
ター職員が市内7箇所の商店や運行ルートを
調査した。（50％）

C

・倉渕の過疎地有償運送
は、11月に実施できた
が、利用率は低い。
・定期的な買い物バスの
運行は、バス事業者や関
連法の調整がつかず、実
施できなかった。

・倉渕過疎地有
償運送は運行の
見直しをする。
・定期的な買い
物バス運行につ
いては、可能な
方法について、
更に調査研究を
進める。

・倉渕過疎地有
償運送は継続す
る。
・定期的な買い
物バス運行につ
いては、可能な
方法があれば導
入する。

ア）移動販売事業者に安否確認を
組み合わせた買い物支援モデル
の構築に向けた検討を行う。

H24.4から高齢者の見守りを兼ねた移動販売
事業者への助成を開始。
H24年度末、移動販売事業者数　9事業者
（70％）

Ｂ

新規に誘致する際は、既
存の店舗との共存が必
要であるほか、移動販売
車の停留場所の確保が
困難な場合もあり、誘致
までに調整が必要とな
る。

イ）地域高齢者が集まる高齢者サ
ロンに移動販売事業者を誘致する
ため、事業者への働きかけやその
支援のあり方について検討する。

移動販売のサロンへの誘致は行わなかった。
（０％）

D

平成24年度は、移動販売
事業者の発掘や制度の
周知、新たな地域での移
動販売誘致など、制度の
基礎づくりを優先させた
ため、サロンへの誘致に
は至らなかった。

53 Ｐ68 ④介護者支援の充
実

認知症の家族のつどいの参加状況
や他市町村の取り組み状況等を踏
まえながら、認知症以外の家族を
対象とした交流機会のニーズの把
握に努めていく。

引き続き支給要件について検討し
ていく。

（２）在宅生活支援及び介
護者支援（続）

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）

（３）買い物困難者等への
支援

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

54 Ｐ70 ①買い物困難者等
の実態把握 地域包括支援センターを中心に、

日ごろの活動のなかで、買い物に
限らず高齢者の生活全般に関する
実態把握に努める。

買い物に関するものに限らず、共
有すべき情報は、庁内関係課に積
極的に発信していく。

55 Ｐ70 ②移動手段の確保
による支援策

56 Ｐ71 ③宅配や移動販売
による支援策

事業を継続する。

サロン運営者へ働きかけ、地域の
実情に合わせて、誘致に向けた支
援を行う。

評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）
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平成２５年度 平成２６年度

ア）モデル地区を設け、災害時避
難支援体制づくりを実施し、その
結果を踏まえ全市的に普及する。

【防災安全課】災害緊急連絡網及び災害時要
援護者避難支援プランモデル事業実施

B

個人情報の取り扱いにつ
いて、国、県の動向、災
害対策基本法等の改正
の動向等を注視しながら
検討を進めていく。

イ）要援護者に避難支援体制づく
りに賛同してもらえるよう、地域包
括センターが区長や民生委員など
と連携を図り周知活動を行う。

未実施 D

モデル地区の町内会（8
町内会）の取り組み状況
は、町内会により温度差
があり、防災安全課ととも
に長寿社会課（榛名地
区）・地域包括（吉井地
区）が関わっていた町内
会では具体的な動きが見
られなかった。

ウ）個人情報を保護しながら、地
域の支援団体と情報共有を図り、
実効性のある支援体制の構築に
取り組む。

【防災安全課】災害緊急連絡網及び災害時要
援護者避難支援プランモデル事業実施

B

個人情報の取り扱いにつ
いて、国、県の動向、災
害対策基本法等の改正
の動向等を注視しながら
検討を進めていく。

【防災安全課】災害緊急連絡網及び災害時要
援護者避難支援プランモデル事業実施

B

個人情報の取り扱いにつ
いて、国、県の動向、災
害対策基本法等の改正
の動向等を注視しながら
検討を進めていく。

福祉部において、要援護者情報の具体的な
整備は行わなかった。
（0％）

D

福祉部で把握している要
援護者情報の取り扱いに
ついての方針が定まって
いない。

市の災害時要援
護者避難体制の
方向性を踏ま
え、どのような形
で提示していくの
かを福祉部内で
調整する。

情報提供体制を
整備する。

ア）自主防災組織率が向上するよ
う地域に働きかけるとともに、自主
防災組織を中心に要援護者避難
支援計画に基づく避難訓練の実
施を促す。

【防災安全課】
自主防災組織の新規結成の促進
既設自主防災組織への訓練実施の際の助言
等の実施【防災安全課】

Ｂ

地域における防災意識が
高まっているので、この
機運を継続させていくこと
が重要と考えている。

結成率の向上に
努める

結成率の向上に
努める

イ）地域包括支援センターが、地
域の災害マップづくりなどの場に
出向き、地域における情報共有と
連携を図る。

城南公民館で開催された「防災マップづくり研
修会」に地域包括職員が参加。講師である防
災士の指導のもと、区長や民生委員、地域住
民とともに、城南地区の防災マップづくりに関
わる。
（1/15・22・29、2/5（各回2h））

C

災害時要援護者の避難
支援のあり方、防災マッ
プづくりなどを切り口に、
地域住民が主体的に検
討を行うことで、日常的な
関わりの重要性を認識す
る機会となった。

ア）福祉避難所のあり方などにつ
いて検討を行う。

イ）長寿センターなどを福祉避難
所として位置づけ、災害時の運営
体制の整備に向け取り組む。

協定を結ぶには至っていない（0％）。 D
福祉避難所の確保や生
活支援のあり方を検討す
る。

生活支援のあり
方の検討。

協定の締結。

平成２５年度 平成２６年度

【市民生活課】防災安全課と協力して公民館
等で消費者講座を実施。（50％）

B
消費者講座を充実して行
きたい。

消費者講座を各
地域で実施。

・引き続き、消費
者講座を実施。

【防災安全課】防犯講座
　・開催数　４回　　　・参加者　７４人
防犯研修会
　・開催数　２回　　　・参加者　約３５０人（７
０％）

Ｂ

地域での防犯講座の参
加者が減少傾向にある。
振り込め詐欺も依然発生
していることから、今後と
も啓発に努めていく。

イ）地域包括支援センターによる
周知や情報提供のほか、消費者
被害の実態把握や相談支援に取
り組む。

・サロン等での認知症予防教室において、消
費者被害等の注意喚起を実施。
・地域たすけあい会議等での情報収集及び
注意喚起を実施。
・消費者被害に関する相談受付（生活消費セ
ンターの紹介）
・日常生活自立支援事業や成年後見制度利
用の助言

C

・地域たすけあい会議や
相談業務において、消費
者被害が疑われるケース
の情報が提供されること
もある。
・市消費生活センターと
の情報共有や情報交換
等の連携が不足してい
る。

評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）

エ）福祉部局で把握している要援
護者情報を防災担当部局と共有
することで、災害時に地域支援団
体に要援護者情報を迅速に提供
できる体制整備に努める。

モデル事業で得られた成果を活か
し順次全市域に拡充していく。

（４）災害時支援体制の整
備

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）

【防災安全課】
福祉避難所の整備検討を実施
●市有施設を災害時の高齢者向けの避難所
として活用する。
●社会福祉法人等の協力を仰ぎ、空いてい
る建物や部屋を借りるなどして災害時の障害
者向け福祉避難所として活用できるよう依頼
する。

Ｂ

施設の選定及び協力して
くれる法人等への依頼に
ついて具体的な作業を行
う。

今後の計画（今後の方針）

57 Ｐ72
①地域主体の災害
時避難支援体制づく
りの推進

モデル事業で得られた成果を活か
し順次全市域に拡充していく。

・24年度に実施したモデル地区で
の取り組み状況の課題や改善点等
について、防災安全課と福祉部で
協議を行いながら、全市普及に向
けた地域向けのマニュアルを作成
する。
・マニュアルを参考に取り組んでい
く地域に対し、地域包括職員も関
わっていく。

モデル事業で得られた成果を活か
し順次全市域に拡充していく。

評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

58 Ｐ72 ②地域の防災活動
の強化

モデル地域の事例等を参考にしな
がら避難支援体制や防災マップづ
くりを行う地域に、地域包括職員も
参画し、地域の支援団体との連携
を図ることで、日常的な見守りや声
かけにつながるよう働きかけや助
言を行っていく。

59 Ｐ73 ③福祉避難所の整
備に向けた検討

Ｐ74
①消費者保護の推
進

ア）高齢者の消費者被害撲滅を推
進するため引き続き周知啓発を行
う。

警察や消費生活センターと連携を
図りながら、今後も各地域及び防
犯団体を対象とした防犯講座（研
修会）を継続して実施していく。

・地域包括が相談を受けた情報や
地域から入手・把握した情報につ
いて、市消費生活センターと共有す
るため、定期的な情報交換を行っ
ていく。
・併せて、消費生活センターで把握
している情報を地域包括に提供し
てもらうことで、在支やケアマネ、民
生委員等を通じた注意喚起を図っ
ていく。

検討を進め早期の設置を目指す。

ウ）災害時、在宅要援護者の福祉
避難所として、高齢者福祉施設と
事前に協定を結ぶなど、連携を図

る。

（５）消費者保護・交通安全
対策の推進

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）

60
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平成２５年度 平成２６年度

ア）高齢者が多く集まる場で、引き
続き交通安全教室を開催する。

交通安全教室を開催し、参加した高齢者に対
し、交通安全に対する認識を再確認していた
だくように、呼びかけた。（80％）

B

教室を開催することによ
り、参加された方の交通
安全意識は高まるが、今
後は教室に参加できない
高齢者に対しての啓発を
検討する。

引き続き高齢者
教室を開催し、
更に長寿社会課
等でおこなうイベ
ントに参加し、啓
発活動を継続し
たい。

引き続き高齢者
教室を開催し、
更に長寿社会課
等でおこなうイベ
ントに参加し、啓
発活動を継続し
たい。

イ）運転に不安を抱える高齢者ド
ライバーの運転免許証の自主返
納が促進されるよう、引き続き広
報周知活動に取り組む。

高齢者による交通事故を減少させるため、自
主返納された高齢者に対し、敬老バスカード
等を交付し、交通事故の未然防止、公共交通
機関の利用を促進する。申請者298名（80％）

B

広報等により周知をは
かっているが、自家用車
による移動手段が主と
なっている状況から申請
者の増加がはかれない。

今後も継続し、
広報活動に努
め、高齢者の交
通事故を未然に
防止し、公共交
通機関の促進に
努める。

今後も継続し、
広報活動に努
め、高齢者の交
通事故を未然に
防止し、公共交
通機関の促進に
努める。

平成２５年度 平成２６年度

62 Ｐ75 ①市営住宅のバリア
フリー化

・高齢者が居住する既存の市営住
宅の浴室やトイレへの手すりの設
置を計画的に行う。

【建築住宅課】平成24年度手すり設置　0戸
（0％）

D

予算の都合で計画的に
設置できなくとも、少しず
つでも設置していく必要
がある。

ア）養護老人ホームへの適正な入
所措置を継続する。

環境上及び経済的理由により、在宅生活が
困難な高齢者への適正な入所措置を実施し
た。
・新規入所者9人（前年度比＋1人）
・入所者数（H25.3.31）146人

A

・23年度から、地域包括
に事務が移管され、相談
過程においては専門職
や管理職が対応してい
る。

イ）軽費老人ホーム（ケアハウス）
に対し、引き続き事務費補助を行
う。

平成23年度に引き続き、平成24年度も事務
費補助を行っている（100％）。
※　H24年度　245,470,275円
（H23年度　231,789,723円）

Ａ
補助金支給の方法につ
いて、負担軽減等が図れ
るよう検討を行う。

補助継続。 補助継続。

ウ）生活支援ハウスについては、
そのあり方や活用方法について検
討する。

H24利用人数22名 D
利用者数が減少している
ため活用方法について検
討

【建築住宅課】平成24年度サービス付き高齢
者向け住宅登録件数17件である。
登録内容はHP及び閲覧簿で公開して情報提
供を行っている。
（100％）

A

登録に必要な書類の審
査窓口が2課（建築住宅
課・長寿社会課）あり、事
業者が戸惑うことがある
ため、事業者が分かりや
すい書類審査体制に改
善する必要がある。

平成２４年度末現在の登録数：３０ヶ所
（うち、平成２４年度の登録数：１７ヶ所）

A

建築住宅課と協力し、円
滑な登録事務を行った。
また、建築住宅課が情報
提供システムに入力する
ことにより、入居希望者
に対し情報提供を行っ
た。

建築住宅課と協
力し、円滑な登
録事務を進めて
いく。

引き続き、建築
住宅課と協力し、
円滑な登録事務
を進めていく。

【建築住宅課】登録後、事業開始された住宅
に対し、住宅ハード面の整備や運営サービス
面が登録基準に適合しているかを確認する
立入り検査を実施し、必要に応じて事業者へ
指導を行った。
（70％）

B

事業開始の報告があった
住宅の約70％しか立入り
検査を実施できていない
ため、事業開始の報告が
あったら2課で調整し、速
やかに立入り検査を行う
必要がある。

H24実地指導件数　９件
（うち、文書指摘があった事業所　７件）

A

指導監査課の実地指導
の日程と合わせて指導を
行うことにより、事業者に
負担をかけずに行うこと
ができた。
介護事業所が併設される
ことにより、住宅側の
サービスの質・量の低下
という課題がある。

指導監査課と日
程を合わせて指
導を行っていく。

引き続き、指導
監査課と日程を
合わせて指導を
行っていく。

65 Ｐ77 ④質の高い有料老
人ホームの確保

・利用者保護が徹底されるよう、事
業者への指導を行うとともに、適
正な運営が図れるよう、事業者へ
働きかける。

H24届出受理件数　６件
Ｈ24実地指導件数　９件
（うち、文書指摘があった事業所　７件）

Ｂ

指導監査課の実地指導
の日程と合わせて指導を
行うことにより、事業者に
負担をかけずに行うこと
ができた。
介護事業所が併設される
ことにより、有料老人ホー
ム側のサービスの質・量
の低下という課題があ
る。

指導監査課と日
程を合わせて指
導を行っていく。

引き続き、指導
監査課と日程を
合わせて指導を
行っていく。

66 Ｐ77 ⑤高齢者の住宅の
バリアフリー化

・引き続き、住宅改良相談員の派
遣や住宅改造に伴う費用の助成
を行う。

【建築住宅課】住環境改善助成事業を実施
し、市民の住宅改修にかかる費用の助成を
行い、多くの市民が当助成事業を活用して住
宅改修を行った。（介護保険課で実施してい
る住宅改造費助成と重複しない改修が対象）
（100％）

A
事業目的がバリアフリー
化ではないため改修の対
象が幅広い。

引き続き住環境
改善助成事業を
実施。

未定

61 Ｐ74
②交通安全対策の
推進
【地域交通課】

（６）高齢者の住まいの確保
と住環境の整備

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

予算の状況に応じて計画的に手す
りを設置する。

63 Ｐ76 ②高齢者福祉施設
の確保

・引き続き、適正な入所措置を継続
する。
・措置入所に関する基準等の理解
を進めるための定期的な研修会を
実施する。

他市の状況を調査し、施設と行政
とで今後の方策を検討する

64 Ｐ76 ③サービス付き高齢
者向け住宅の普及

ア）登録事務を円滑に行うほか、
入居希望者への情報提供を行う。

引き続き円滑に登録事務を行い、
登録内容の情報提供を実施する

イ）適正なサービス提供や運営が
確保されるよう、事業者への指導
監督を行う。

立入り検査は事業開始に応じ実施
する。
また登録事項の状態を継続的に把
握するために事業者へ定期報告を
求める。

（５）消費者保護・交通安全
対策の推進（続）

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）
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平成２５年度 平成２６年度

ア）交通バリアフリー化構想に基
づき、バリアフリー化を進める。

【都市計画課】公共交通、道路・交通安全、大
型集客施設、公共施設の各分野とも特定事
業計画に基づく事業を行い、バリアフリー化を
推進した。

A
計画内容のとおり順調に
推移した。

特定事業計画に
基づく事業を行
い、バリアフリー
化を推進する。

特定事業計画に
基づく事業を行
い、バリアフリー
化を推進する。

【公園緑地課】ゆうかり児童公園及び浜川運
動公園において出入口の段差解消工事等を
行った。

Ａ
計画通りに整備工事を進
める事ができた。

【土木課】東一条通り線・広小路栄町線：歩道
整備、中央銀座通り・舗装改修

A 計画どおり完成
中央銀座通り・
舗装改修
L=130m

【土木課】A620号線（国高病院入口）
歩道整備　L=150m（55％）

B
地権者である裁判所との
用地交渉が長期化してい
ることが課題。

A629号線（慈光
通り）歩道改善
L=250m

競馬場通り線
北側歩道整備
L=860m

ウ）商業施設などの事業者にユニ
バーサルデザインの考え方に基
づく施設整備の推進を働きかけ
る。

【都市計画課】高崎市バリアフリー推進会議
大型集客施設部会等で各事業者の事業計画
を確認するなどバリアフリー化の推進を働き
かけた。

A
計画内容のとおり順調に
推移した。

平成２５年度 平成２６年度

ア）利用者やサービス提供者の実
態把握とともに、提供体制の構築
を行います。

未着手（０％） D

地域包括支援センターに
おいて、まずは、モデル
地域について実態把握す
る予定であったが、着手
できなかった。

介護予防・日常
生活支援総合事
業を視野に入
れ、高齢者の実
態把握に取り組
むとともに、他市
の状況を調査す
る。

実態調査結果を
もとに、提供体制
構築について研
究をすすめる。

イ）導入にあたっては、介護保険
運営協議会や地域包括支援セン
ター運営協議会などで検討する。

検討は行わなかった。　（０％） D
実態把握データがなく、
検討には至らなかった。

国の動向を踏ま
え、慎重に対応
していく。

次期計画に向け
て方針を決定す
る。

67 Ｐ77 ⑥高齢者にやさしい
まちづくりの推進

イ）公園・生活道路のバリアフリー
化とユニバーサルデザインの考え
方に基づく整備を計画的に進め
る。

引き続き、新規公園はもとより既存
公園に関してもユニバーサルデザ
インの考え方に基づいて整備を進
めていく。

バリアフリー化の推進を働きかけ
る。

（７）介護予防・日常生活支
援総合事業の導入

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

68 Ｐ78 ①導入に向けた検討

（６）高齢者の住まいの確保
と住環境の整備（続）

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）
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【施策５】　認知症高齢者の安心生活支援プラン・・・１２事業

平成２５年度 平成２６年度

ア）二次予防事業対象者などへの
普及と実践に取り組む。

開催箇所11箇所（委託10箇所、直営1箇所）
参加者数（実）242人（延）2.048人　自主グ
ループへの移行5ヶ所

B

正確な「認知機能の低下
した二次予防事業対象
者」の把握と、その対象
者の多い圏域での実施。

イ）教室終了後も継続してウォー
キングに取り組めるような仕組み
づくりを行う。

教室終了後、万歩計を継続使用し、運動の継
続率が上昇した。

B

グループ化した場合とし
なかった場合の運動継続
率について評価分析がで
きていない。

70 Ｐ81 ②高崎ひらめき市歌
体操の普及啓発

・より多くの高齢者が実践できるよ
う、普及系活に取り組む。

サロン、出前講座、通所型介護予防事業、長
寿センター、介護予防フェスティバルで紹介
し、広報DVDを約700枚配布した。

A
サロンや出前講座に出向
くと体操を知っている声
が増えた。

平成２５年度 平成２６年度

ア）「もの忘れ相談医」との連携を
強化し、認知症の早期発見や相
談体制の充実に向け取り組む。

「医師によるもの忘れ相談」を実施（12回/年）
（参加者：23人）
もの忘れ相談医であることPRする「プレート」
を作成し、窓口等に設置してもらった。
（もの忘れ相談医師：104人）

A
医師会との連携が強化さ
れ、「医師によるもの忘れ
相談」を実現した。

窓口がある場所
すべてで実施す
る

来所状況を踏ま
え会場を検討す
る。

イ）地域包括支援センターに寄せ
られた相談を、認知症サポート医
やもの忘れ相談医に円滑につな
げるよう、連携書式(連絡票）を作
成する。

計画書記載のとおり、相談を円滑にするため
の「もの忘れ相談連絡票」を新たに作成し活
用を図っている（認知症パンフレットに添付し
て配布）。また、地域包括が作成した「認知症
相談」に関するチラシ（相談窓口周知用）をも
の忘れ相談医の窓口に設置してもらっている
（年3回配布）。

A

計画通り「連携書式（連
絡票）」を作成・配布。次
年度以降、活用状況等を
検証していく。

認知症パンフ
レットに添付して
継続して配布し
ていくとともに、
連絡票の活用状
況等を検証す
る。

活用状況の検証
結果を踏まえ、
内容の見直しを
行っていく。

72 Ｐ82 ②認知症疾患医療
センターとの連携

・認知症疾患医療センターとの連
携を強化し、認知症の早期発見や
早期治療、相談体制の充実に取り
組む。

認知症疾患医療センター（サンピエール病
院）と地域包括支援センターの連絡会議を実
施（4回/年）

B

認知症疾患医療センター
の業務を確認して、今後
の連携方法について検
討を行った。

73 Ｐ83 ③地域支援推進員
の配置

・地域支援推進員を中心に、認知
症疾患医療センターなど医療との
連携を強化し、認知症の相談体制
の充実に取り組む。

23年度に引き続き、認知症に関する外部の専
門職2人を非常勤職員として配置。本市の認
知症施策全般についてのアドバイザーとして
の役割を担うとともに、主に認知症相談、家
族のつどいの運営に参加した。

B

今後、地域支援推進員
が、個別ケースに関わる
機会を設ける必要があ
る。

74 Ｐ83 ④家族への支援 ・「家族のつどい」や「認知症相談」
の内容の充実に取り組む。

「認知症の人を支える家族のつどい」
（月1回開催、平均3～4人/回、参加実数34
人）
→会場は市役所本庁舎の1ヵ所家族のつどい
「認知症相談」
（月1回開催、地域支援推進員が対応、相談
者数20人）
→会場は市役所本庁舎の1ヵ所

B

広報高崎での周知を行っ
ているが、参加者が限ら
れているのが現状。
（※No53と同様）

75 Ｐ83 ⑤若年性認知症に
対する理解の促進

・若年認知症についての広報のほ
か、その支援のあり方について関
係機関と連携し検討する。

他自治体の取り組み等を参考にしながら、高
崎市版の若年性認知症に関する各種制度一
覧チラシ（相談窓口一覧）を作成・配布。

B
障害福祉課との連携を図
り、チラシを作成したも
の。

平成２５年度 平成２６年度

ア）引き続き、認知症サポーター養
成講座を開催する。

受講者1,447人、41回、述べ養成者数18.823
人
平成22年度認知症にやさしいまちづくり推進
協議会の決定に基づき、各圏域の公民館で1
箇所ずつ開催した。また、その他に市役所
（新規採用職員向け講座を含む）での講座
や、出前講座などの要望に基づいた講座、市
職員以外のキャラバンメイトによる講座を開
催した。

A

平成24年度の認知症サ
ポーター養成講座におい
て、１講座あたり平均35
人参加しており、今後も
継続実施していく必要が
ある。

イ）学校等の若い世代への働きか
けを積極的に行い、認知症の人を
地域で見守り支えられるような体
制づくりに取り組む。

受講者1447人
　うち、企業･職域10回327人
　　　　学校3回179人

B

企業は地域の見守り、小
中学生は認知症に対して
偏見を持たない思いやり
の心を育成するために必
要と考えているが、開催
数が少ない。

77 Ｐ85
②みまもり・あんしん
認知症ガイドブック
の活用

・ガイドブックを周知するとともに、
相談体制の充実に取り組む。

ガイドブックの大幅な見直しを行い、より市民
にわかりやすく、見やすいレイアウトに変更し
た。
（関係機関の窓口に配布・町内会に回覧）

A

24年度に作成したもの忘
れ相談医との連絡票（連
携様式）を添付したうえで
配布を行っている。

（１）認知機能低下抑制事
業の充実

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

69 Ｐ79 ①ひらめきウォーキ
ング教室の推進

正確な「認知機能の低下した二次
予防事業対象者」の把握と、教室
参加者の事後の評価の分析を行
う。また、運動の継続率を鑑みて、
必要時には内容の検討・改善を行
う。

グループ化と運動継続率の相関に
ついて評価分析し、今後の方向性
を検討する。

引き続き介護予防を推進する体操
として、普及啓発を行う。

（２）早期発見と相談対応体
制の充実

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

71 Ｐ82
①認知症サポート
医・かかりつけ医との
連携

認知症疾患医療センターが抱える
対応困難ケース（退院支援等）に対
し、地域包括が積極的に関わって
いくことで、情報共有を図っていく。

地域支援推進員が、困難ケースに
おいて地域ケア会議等に参加する
ことで、関係者間の調整役を担うこ
とを試行していく。

「認知症相談」については、市役所
以外の会場として、総合福祉セン
ター、岩鼻長寿センターを設け相談
体制の充実を図っていく。

・若年性認知症への理解を深める
ため、専門家による研修会を行う
（地域包括・障害福祉課職員・在支
向け）。
・地域包括が若年性認知症の相談
窓口であることをPRしていく（窓口
にプレート設置）。
・「認知症相談」において、「若年性
認知症相談」に特化した相談日を
設ける。

（３）地域による見守り支援
体制の充実

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

76 Ｐ84 ①認知症サポーター
の養成

各圏域の公民館での開催は継続
する。その他、既受講企業へは再
受講の依頼通知、学校へは校長会
での開催依頼や依頼通知の発送
等を実施する。
また、認知症にやさしいまちづくり
推進協議会に諮り、今後の実施計
画を検討する。

認知症の普及啓発や早期発見（相
談窓口等の紹介）を促すため、リー
フレットの内容についても、関係者
の意見を踏まえながら、引き続き見
直し等を行っていく。
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平成２５年度 平成２６年度

ア）「安心ほっとメール」に登録して
もらえるよう、関係機関等への働
きかけを行う。

認知症サポーター養成講座受講者やオレン
ジボランティアに登録を呼びかけた。
（登録者数：14,790人）平成24年度末
（見守り情報配信数：13件）

A

養成講座の受講者は一
般市民だけでなく、民間
事業者（金融機関等）か
らの講座依頼も増えてい
ることから、これらの関係
機関への働きかけや連
携も重要になっている。

イ）警察などの関係機関と連携を
図り、所在不明高齢者の早期発
見に向けたネットワーク強化に取
り組む。

群馬県警の「防犯FAXネットワーク」に加盟す
る関係機関との連携や、県警の「上州くん安
全・安心メール」配信等により、所在不明高齢
者の早期発見を図った。

B

徘徊に伴う通報件数の実
態や通報に伴う発見状況
などについて精査してい
く必要がある。

ア）オレンジボランティアの養成に
取り組むほか、関係者への周知を
図る。

・24年度、新規養成を行わなかった。
・23年度に養成したオレンジボランティア（308
人）に対するフォローアップ研修に取り組ん
だ。
【1回目】5/23-25守秘義務研修（2h）
【2回目】1/24認知症予防講演会（2ｈ）
・民生委員への周知や、各窓口でチラシを設
置。

B

（養成）オレンジボランティ
アに対して、見守り希望
者が少ない状況であるた
め、新たな要請を行わな
かった。
（周知）
利用に結び付けていくた
めの効果的な周知が必
要になっている。

イ）オレンジボランティアが地域で
円滑に活動できる体制づくりを行
うとともに、活動内容の検討を行
う。

・オレンジボランティアと民生委員との連携を
図るため、民生委員の地区定例会に参加す
るなどの「顔合わせ会」を実施【31ヵ所】
・利用希望者に対しては、地域包括職員がア
セスメントを実施し、本人や家族とボランティ
アとの調整（顔合わせ）を行っている。
・オレンジボランティアは定期的な見守りや声
かけを行い、訪問頻度についても、本人や家
族の要望に基づき、柔軟に対応している。
・活動中において（様子の変化や異変等に）
気付いたことがあれば、民生委員や地域包括
へ情報提供することになる。
【見守り対象者：9人】

B

見守り対象者（9人）の実
施状況において、オレン
ジボランティアから地域
包括への情報提供につ
ながった事例（実績）も
あったことから、より積極
的な利用周知を図ってい
くことが課題となってい
る。

ウ）地域包括支援センターとオレン
ジボランティアとの情報交換の機
会確保や、オレンジボランティア同
士の交流や活動内容の充実を図
る。

日常生活圏域ごとに、オレンジボランティアと
地域包括職員との「活動状況報告会」を実施
し、オレンジボランティア同士の交流を行っ
た。
【年2回×15圏域】

B

・活動実績がない圏域に
おいては、活動している
圏域の実績等を報告のう
え意見交換を実施した。
利用希望者がない地域
での活動のあり方が課題
となっている。

80 Ｐ86
⑤認知症にやさしい
まちづくり推進協議
会

・認知症にやさしいまちづくり協議
会を定期的に開催し、関係機関と
のネットワークづくりに取り組む。

・認知症にやさしいまちづくり協議会
市の認知症施策全般について協議検討。家
族会、区長・民生委員、医師（サポート医）ケ
アマネ、地域密着型サービス事業者、社協、
地域包括、在支、商工会、警察、消防等で構
成。
【開催日時：6/1、8/31、2/1】
・認知症予防講演会開催（1/25保健センター）
【講師：認知症介護研究・研修東京センター長
＠本間昭先生　参加者計231人】
・認知症ケア基礎研修会（介護事業者向け）
【開催日時：9/10・11･12　参加者計142人】
「私の手帳」A3両面の記入用紙を作成し、オ
レンジボランティアに記入して書きづらい部分
は修正した。

A

・予定どおり実施
・（私の手帳）
初めて記入した人が多
く、書きにくかった部分が
あったためより記入しや
すいものを作っていく。

③見守り・安心ネット
ワークの充実

引き続き、認知症サポーター養成
講座の受講者を中心に登録を呼び
かけていくが、民間事業者にも養
成講座を受講してもらえるよう、働
きかけや連携を図っていく。

引き続き、警察などとの情報交換を
行いながら、徘徊高齢者の早期発
見に向けたネットワークの強化に取
り組みます。

これまで主に民生委員向けの周知
を行ってきたが、今後、居宅のケア
マネや小規模多機能型居宅介護
事業所などに対し、インフォーマル
サービス（社会資源）のひとつとし
てオレンジボランティアを活用して
もらえるよう（居宅サービス計画へ
の位置付け）、積極的に働きかけを
行っていく（活用例や利用効果など
についても紹介）。

・オレンジボランティアの活動につ
いて、引き続き、地域たすけあい会
議等を通じ、民生委員への周知や
理解を求めていくとともに、連携方
法等についても検討を行っていく。
・利用している本人や家族等に対
する聞き取りやアンケート調査を実
施し、活動内容を充実させていく。

・圏域別の「活動状況報告会」を定
期的に開催することで、ボランティ
ア同士の交流を継続していく。
・見守り対象者に対する活動以外
にも、各地域での認知症への理解
や普及啓発を行っていくための自
主的な活動が進むよう支援していく
（例えば、地域向けの認知症サ
ポーター養成講座の共同開催
等）。

78 Ｐ85

・引き続き、認知症全般にわたる全
市的な取り組みを一層強化するた
め、本協議会の定期的な開催を通
じ、関係機関、団体などとのネット
ワークづくりを行う。
・認知症に関する正しい理解や知
識を普及啓発するため、市民や介
護職員を対象に講演会や研修を行
う　　　　　　・（私の手帳）
サロンに参加している人に記入して
もらい、より記入しやすいものを作
るとともに認知症になったときを想
定して元気なときに何が必要なの
かを考えてもらうきっかけを作る。

（３）地域による見守り支援
体制の充実（続）

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

79 Ｐ86 ④オレンジボラン
ティアの養成
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【施策６】　介護給付適正化等推進プラン・・・１７事業

平成２５年度 平成２６年度

ア）引き続き「介護保険利用の手
引き」を発行するほか、広報高崎
等を活用し、介護保険制度につい
て広報啓発を行う。

「介護保険利用の手引き」を発行
広報高崎に掲載

B

「介護保険利用の手引
き」を発行し、広報高崎等
で介護保険サービス内容
について周知を図った。

介護が必要な状態になることを防ぎ、可能な
限り地域で元気に生活ができるように、また、
介護保険料の上昇を抑えるために、介護予
防事業としてサロンでの講義・体操やパンフ
レット配布などを行なった。

A

介護予防事業の実践そ
のものが、介護保険の訂
正運営に繋がることを事
業の説明の際に周知して
いる。

地域二次予防事業対象者宅への訪問活動や
高齢者サロンでの介護予防事業などにおい
て、介護保険制度に関する周知活動を実施。

A

介護保険制度は、セルフ
ケア（自立支援）を念頭に
おいていることも併せて
説明していく必要がある。

ウ）民生委員に対し、地域たすけ
あい会議などの機会を通じ、介護
保険制度に関する研修を行う。

地域たすけあい会議がきっかけとなり、民生
委員と連携する場面は着実に増えていること
から、会議の場に限らず、制度に関する民生
委員からの照会や相談が日常的にあり、その
都度対応している。

A

介護保険制度は、セルフ
ケア（自立支援）を念頭に
おいていることも併せて
説明していく必要がある。

ア）引き続き、市内介護サービス
事業者に関する情報提供を行う。

 介護サービス事業所一覧表を作成し、相談
窓口等で配布した。また、市ホームページに
市内介護事業所の一覧表や入所・入居系の
介護保険施設の空き情報を掲載した。

Ａ 計画どおり実施できた。

イ）「情報公表システム」や「外部
評価情報」の積極的な利用を図
る。

「情報公表システム」に関するチラシを窓口に
設置。事業者に対しては、情報公表システム
や外部評価の活用に関する周知を図った。

Ｃ

介護保険サービスを利用
する際の目安としては、
まだまだ浸透していな
い。

平成２５年度 平成２６年度

ア）「第2期介護給付適正化計画」
に持基づき、引き続き、介護給付
の適正化に取り組む。

・ケアプランの点検強化
・住宅改修の点検強化
・給付実績の点検強化
上記を計画に基づいて実施。

A
概ね目標どおりに業務を
進めることができた。

イ）介護給付適正化事業の意義や
取り組みを広く市民に普及啓発す
る。

介護給付適正化等推進プランとして、
高崎市高齢者安心プランに掲載。

A
概ね目標どおりに業務を
進めることができた。

ア）委託の認定調査員への専門
研修会のほか、認定調査結果の
点検などを継続実施する。

全体研修1回、新任研修1回、小グループ研
修3回実施
認定調査結果全数点検実施（100％）

A

全体・新任研修の出席率
は約95％であったが、小
グループ研修は約50％で
あった。

イ）介護認定審査会の審査結果の
分析や審査会委員への研修会な
どを行う。

統計資料配布（１回）
審査会だより（審査会委員向け機関紙）発行
（３回）
県現任者研修会への参加（１回）
県新任者研修会（３回）
市新任者審査会見学会（10回）

A

概ね目標どおりに業務を
進めることができた。引き
続き判定の平準化を進め
る必要がある。

ア）「高崎市ケアプラン適正化事業
実施計画」に基づき、事業所への
点検・指導を行う。

第2期計画の1年目（平成24年～平成26年）
平成24年度ケアプランチェック実施件数５７件
（４２事業所）実施割合３８．８％

A
3年間を一つのサイクルと
し、順調に計画を進める
ことができた。

他市町村の事業
所についても、高
崎市において実
績がある場合は
点検を検討して
いきたい。

市内の全事業所
の点検を終えら
れるようにした
い。

イ）ケアプラン点検を行う職員体制
を充実させるとともに、指導監査
課との連携強化を図り、事業者へ
の指導・改善に取り組む。

主担当及び副担当と業務を進め、ケアプラン
点検のノウハウを持つ職員を充実させた。ま
た、ケアプラン分析システムを指導監査課とも
共有している。

A
概ね目標どおりに業務を
進めることができた。

25年度も同様に
職員体制の充実
をはかりたい。

適正化計画に
のっとって、適正
なケアプランの
実施を支援す
る。

ウ）市のケアプラン適正化事業の
取り組みについて広く周知啓発を
行う。

各居宅事業所についてはケアプラン点検のヒ
アリングなどの機会を通じて本事業の周知を
行っている。
また、高崎市高齢者安心プランに掲載して広
く周知啓発に努めている。

A
概ね目標どおりに業務を
進めることができた。

ア）引き続き、住宅改修等につい
て、書面審査や利用状況などの確
認を行う。

住宅改修等について書面審査・実地による確
認等を行っている。

A
概ね目標どおりに業務を
進めることができた。

イ）福祉用具貸与について、貸与
品目の市内平均価格を公表し、貸
与価格の適正化を図る。

福祉用具貸与について、貸与品目の市内平
均価格を公表した（２回／年）

A
概ね目標どおりに業務を
進めることができた。

87 Ｐ92 ⑤給付実績の点検
強化

・引き続き、「国保連合会介護給付
適正化システム」を活用し給付実
績の点検を実施する。

国保連よりの給付適正化システム及び
独自の給付適正化システムを用いて点検を
実施

A
疑義のある給付について
確認、給付の適正化に資
することができた。

88 Ｐ93 ⑥介護保険給付費
明細書の送付

・引き続き、利用者やその家族へ
介護保険給付費明細書を定期的
に送付する。

前期13,904名分・後期14,221名分 A
適切に通知を発送するこ
とができた

今後は、広報高崎等において介護
保険制度の周知を図る。

イ）二次予防事業対象者宅への訪
問活動や高齢者サロンでの介護
予防事業を通じ、介護保険制度に
関する周知活動を行う。 介護サービスの利用が円滑に行な

われるよう、二次予防事業対象者
への訪問活動やサロンでの介護予
防事業などを通じ、周知活動を行っ
ていきます。

介護サービスの利用が円滑に行な
われるよう、たすけあい会議だけで
なく、民生委員と日常的な連携を
図っていきます。

（１）広報・情報提供の充実 事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

（２）介護給付の適正化の
充実強化

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）

81 Ｐ88 ①制度に関する広報
活動の充実

83 Ｐ91 ①介護給付適正化
計画の推進

引き続き、適正化計画に基づいて
適正化事業を推進していく。

事業計画とも連携して
市民への普及啓発を継続する。

82 Ｐ89 ②介護サービスに関
する情報の提供

引き続き、窓口や市ホームページ
での情報提供を行っていく。

介護保険サービスを利用する際の
目安としていただけるよう、引き続
き制度周知に努める。

84 Ｐ91 ②要介護認定の適
正化

研修については、認定調査点検結
果を踏まえ内容を検討し、継続実
施する。

継続実施

85 Ｐ91 ③ケアプランの点検
強化

25年26年も続けて本事業を広く周
知できる方法を検討したい。

86 Ｐ92 ④住宅改修等の点
検強化

引き続き住宅改修等について、書
面審査や利用状況などの確認を行
う。

引き続き福祉用具貸与について市
内平均価格を公表し、貸与価格の
適正化を図る。

引き続き給付実績の点検を実施す
る。

引き続き、介護予防事業の実施の
際、説明を行う。

引き続き、利用者やその家族へ介
護保険給付費明細書を定期的に
発送する。

今後の計画（今後の方針）
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平成２５年度 平成２６年度

ア）市ホームページに事業者向け
の専用ページを開設し、運営に関
する基準等をまとめた手引きなど
を掲載する。

加算等の提出書類や、感染症等の注意喚起
等の情報はホームページ上に掲載して、事業
者に対して情報提供を行っている（30％）。

Ｃ
未掲載の情報について、
なるべく早めに掲載す
る。

未掲載情報の
掲載

掲載情報の検
討・修正

イ）地域密着型サービスの基準条
例を制定する。

条例制定（関連条例2本）（100％） Ａ
条例制定の周知を事業
者等に対して行う。

条例制定の周
知

条例の内容の
再検討

ア）市ホームページに事業者向け
の専用ページを開設し、運営に関
する基準等をまとめた手引きなど
を掲載する。

加算等の提出書類や、感染症等の注意喚起
等の情報はホームページ上に掲載して、事業
者に対して情報提供を行っている（30％）。

Ｃ
未掲載の情報について、
なるべく早めに掲載す
る。

未掲載情報の
掲載

掲載情報の検
討・修正

イ）介護保険施設･居宅サービス
の基準条例を制定する。

条例制定（関連条例6本）（100％） Ａ
条例制定の周知を事業
者等に対して行う。

条例制定の周
知

条例の内容の
再検討

ウ）定期巡回・随時対応型訪問介
護看護の見込み量確保に必要と
認められた場合は、必要に応じて
居宅サービスの指定を制限する。

実績なし

現在、定期巡回・随時対
応型訪問介護看護事業
所がまだ普及していない
こと、定期巡回・随時対
応型訪問介護看護事業
所はサービス付き高齢者
向け住宅の利用者を中
心にサービス展開を行う
こととしている事業者が
多いことから、現状では
地域へ開かれた事業所と
なりにくいため、居宅サー
ビスの指定の制限をして
いない。

定期巡回・随時
対応型訪問介護
看護の指定の状
況によっては、居
宅サービスの指
定の制限を検討
する。

定期巡回・随時
対応型訪問介護
看護の指定の状
況によっては、居
宅サービスの指
定の制限を検討
する。

ア）市内事業者の適正な運営が確
保されるよう、指導監査体制を強
化する。

これまで群馬県において３～５年に１度の
ペースで行われていた実地指導を２年に１度
（隔年）の実施を基本として実施した。間隔を
小さくすることは、適正運営に大きく貢献した
ものと考える。
２４年度当初の介護保険事業所及び介護保
険施設の数＝５８２か所
２４年度実地指導実施数＝３０２か所（実施率
５１．９％）
また、苦情・事故・虐待等の緊急性の高い場
合には、監査として早急な対応を図り、適正
な運営を確保するよう指導した。
２４年度目標達成率＝１００％

Ａ

介護サービス事業所数
が非常に多く、新規開設
も毎年多く発生するた
め、２年に１度（隔年）の
ペースで実施していくに
は、人員が不足してい
る。
今後も同一敷地や同一
建物内の併設事業所を
一緒に実施したり、所管
課と連携して効率的（省
力化）かつ効果的に実施
していく必要性あり。

イ）実地指導を定期的に実施する
ほか、ケアプラン点検でサービス
提供に偏りがある事業者に対して
は、重点的に実施する。

定期的な実地指導の中で、偏り等の不適正
な事例については、厳正に指導を図れた。
なお、ケアプラン分析システムを活用した
チェックについては、所管課の介護保険課で
実施。
２４年度目標達成率＝８０％

Ｂ

実地指導で確認できる事
例はほんの一握りである
ため、全てを指導するこ
とは困難である。ケアプラ
ン分析システムによる
チェック体制と連携を図
り、効率的・効果的に指
導する必要性あり。

ウ）実地指導で、文書などでの指
導を行った事業者について公表す
るものとし、公表方法や公表基準
については検討を行う。

２４年度の実地指導の実施結果よりホーム
ページ上に公表する仕組みを整備した。実際
の公表については、２５年度に入ってから実
施する。
２４年度目標達成率＝１００％

Ａ

翌年度に公表せざるを得
ないため、タイムリーな状
況・状態ではない。早くに
実地指導を実施したとこ
ろでは既に改善されてい
るが、年度末に近いとこ
ろでは、未改善の場合が
ある。

エ）適正なサービスが確保される
よう、厳正な処分、改善指導、改
善命令を行い、積極的な指導監査
に取り組む。

制度・基準に係る違反や不適正な事例に対し
ては、その場で監査に切り替え、厳正な処分
と指導等を行った。また、苦情・事故・虐待等
の緊急性の高い事例においては、速やかな
監査を実施し、厳正な処分と指導等を行っ
た。
平成２４年度目標達成率＝８０％

Ｂ

不適正事項等を立証する
ための手続き等、遺漏な
く推し進めていく必要が
あり、遺漏や不備により
追求困難となってしまう
事例もあったため、裏づ
け調査等がより重要であ
る。

（３）事業者支援・指導体制
の充実

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

89 Ｐ94 ①地域密着型サービ
ス事業所の指定

90 Ｐ94 ②施設・居宅サービ
ス事業所の指定

91 Ｐ95
③介護サービス事業
者等への指導監査
【指導監査課】

実地指導を２年に１度（隔年）の
ペースで実施するとともに、緊急事
態には速やかな監査を実施し、効
率的・効果的な指導監査を行う。

ケアプラン分析システムでの分析
結果を活用し、効率的・効果的な実
地指導を実施する。

２４年度同様に実地指導における
指導結果等についてはホームペー
ジ上に公表する。

２４年度同様に不適正な事例を解
決し、解消するため、適切なタイミ
ングで指導監査を行う。
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平成２５年度 平成２６年度

ア）引き続き、市職員や地域包括
支援センター職員が運営推進会
議に参加し、必要な助言や情報提
供を行う。

運営推進会議参加回数 C

・事業所によっては、会議
内容が行事報告等に終
始し、地域との交流や連
携が不十分なところが見
受けられる。

未実施 D

・特養やデイサービスな
どの介護事業者がどの
程度、地域と関わりがあ
るのか、実態をつかめて
いない。

地域密着型サービス以外の事業所に対して
は、新規開設時の説明会において地域交流
を促している（30％）。

Ｃ
既存事業所に対する周
知方法を検討する。

既存事業所への
周知方法の検
討。

既存事業所へ
の周知。

ア）介護相談員を受け入れていな
い施設に対し、受け入れに向けた
働きかけを行う。

平成２４年度４事業所受け入れ開始
（７４→７８）

A
概ね目標どおりに業務を
進めることができた。

イ）介護相談員の研修を充実させる。
年３回連絡会にて研修を実施。県の現任研修
と新任研修を受講

A
概ね目標どおりに業務を
進めることができた。

ア）介護サービス事業者に対し、
市への事故報告書の提出を徹底
する。

新規開設時の説明会において、事故報告書
の説明を行っている（80％）。
事故報告受理件数　459件

Ｂ
既存事業所に対する周
知方法を検討する。

既存事業所への
周知方法の検
討。

既存事業所へ
の周知。

イ）事業者自らが事故に対する詳
細な検証を行い、具体的な再発防
止策を講じるよう指導を徹底す
る。

受理した事故報告書の再発防止策が不十分
な場合は、対策の再検討及び書類の再提出
を求めている（80％）。

Ｂ
事故報告書の内容につ
いて再検討を行う。

指導の継続。 指導の継続。

ウ）引き続き、提出された事故報
告書から事故の傾向や発生原因
を分析し、その結果を事業者へ情
報提供し事故防止に向けた注意
喚起を行う。

分析は年度末に着手したところであるが、事
業者への情報提供ができるまでには至ってい
ない（10％）。

Ｃ
分析及び情報提供方法
の検討を行う。

分析の実施。 情報提供。

【指導監査課】下記の対応により適正なケア
マネ業務の遂行のための周知・相談・指導等
を実施。
　①ケアマネ連絡協議会主催研修会で講師
　　＝２回（8/11（土）＆9/29（土））延べ約１５０
名
　②集団指導の実施（県・前橋市との共催）
　　＝高崎会場・出席者104事業所・170名
　③定例の実地指導＝64事業所（全116事業
所）
　④日々の相談
２４年度目標達成率＝１００％

A

ケアマネの質に差があ
り、いかに質の底上げを
図るかが大きな課題であ
る。やはりこまめな周知
徹底及び指導が必要不
可欠であると考える。

引き続き、研修
会・集団指導・実
地指導・相談の
実施し、適正な
ケアマネ業務の
遂行に向けた支
援を行う。

同左

◎介護支援専門員研修会（2回）
7/19（参加者：274人）テーマ「自立支援型ケ
アマネジメント～期待されるｹｱﾏﾈｰｼﾞｬｰの役
割とは～」
9/20（参加者：268人）テーマ「ケアマネジャー
に必要なコミュニケーション能力」
◎主任介護支援専門員研修（3回）
6/12（参加者：46人）テーマ「困難事例を作ら
ないためにアセスメントからニーズの導き方、
課題解決の考え方」
10/22（参加者：34人）テーマ「あなたはどんな
主任ケアマネになりたいですか？」
～地域において、地域のために活動ができる
主任ケアマネになるために～」
12/13（参加者：40人）テーマ「事例を通して困
難事例を解決する方法を一緒に考える」
◎ブロック別、事例検討会、報告会（１０回）

B

・介護支援専門員（ケア
マネ）向けの研修会（市
主催）は実施できている
が、主任ケアマネが役割
を自覚し自主的に企画、
運営ができるまでの支援
にはいたっていない。ケ
アマネ同士のネットワー
クづくりはまだ不十分で
ある。
・「高崎市地域包括支援
センター方式」での事例
検討会を実施することが
できた。

イ）介護職員のキャリアアップの取
り組みが推進されるよう、実地指
導などの機会を通じ、引き続き事
業者に働きかける。

【指導監査課】
２４年度介護保険事業所及び介護保険施設
への実地指導の実施＝365か所
介護職員処遇改善加算＝１１９法人・２９５事
業所
処遇改善加算の算定要件のひとつにキャリア
パス計画を策定し、推進しなければならない
ため、処遇改善加算を算定していない法人・
事業所に対し、算定できる体制整備を周知し
てきた。
２４年度目標達成率＝９０％

Ｂ

小規模の法人・事業所に
おいては、ポストの問題
等もあり、推進を図ってい
くことは難しい状況である
が、介護福祉士資格の取
得については、今後介護
報酬への影響もきたす恐
れもあるため、多くの法
人・事業所で前向きに取
り組んでいる。

定期的に実施し
ている実地指導
を通じて、介護職
員処遇改善加算
を算定できる体
制の整備を推進
するよう指導を
周知徹底する。

同左

（４）介護サービスの質の向
上

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

92 Ｐ96 ①運営推進会議へ
の取り組み

・運営推進会議のあり方について、
事業者団体である県地域密着型
サービス連絡協議会等と意見交換
を実施していく。
（地域包括ケアにおける運営推進
会議のあり方、地域密着型サービ
ス事業者と地域包括支援センター
の連携方法等）

イ）地域密着型サービス以外の介
護サービス事業所に対し、地域へ
の情報発信や交流が活性化する
よう働きかける。

・ひとり暮らし高齢者や認知症高齢
者などの見守りや生活支援など、
地域による助け合い、支え合い体
制（地域包括ケア）の構築にあた
り、特別養護老人ホーム等（社会福
祉法人）による地域連携のあり方
について検討を行っていく。

93 Ｐ96 ②介護相談員の派
遣

今後も介護相談員を受け入れてい
ない施設に対し、受け入れに向け
た働きかけを行う。

今後も継続して年３回の研修を実
施する。

94 Ｐ97 ③事故報告の徹底

95 Ｐ98
④介護支援専門員・
介護職員の質の向
上

ア）介護支援専門員への研修会
や相談支援のほか、介護支援専
門員のネットワークづくりなどの支
援に引き続き取り組む。

・地域の社会資源（インフォーマル）
の活用や連携等に対する視点を踏
まえ、支援困難や虐待の事例に対
応できる研修会を実施していく。
・地域ケア会議等を通じた、ケアマ
ネ同士のネットワークづくり（圏域単
位）について検討を行い、主任介護
支援専門員が役割を理解し活動で
きる地盤作りを支援し実施してい
く。
・ブロック別事例検討会等も地域の
ケアマネと共同で運営ができるよう
に実施していく。
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平成２５年度 平成２６年度

ア）介護職員の人材確保に向け、
県介護人材確保対策室と連携を
図る。

連携を図るまでには至っていない（0％）。 D
県との情報共有の機会を
設定する。

県との情報共
有。
具体策について
検討。

連携の実施。

【指導監査課】
上記④介護支援専門員・介護職員の質の向
上－(イ）に同じ

Ｂ
上記④介護支援専門員・
介護職員の質の向上－
(イ）に同じ

事業者に委ねる
だけではなく、介
護人材確保対策
補助事業の活用
を図り、市主催
の就労支援説明
会等を開催し、
積極的な人材確
保支援を行う。

同左

処遇改善加算について、適切な運用により職
員の処遇が改善されるよう、申請書の受理時
等に必要に応じて促した（30％）。

Ｃ
処遇改善加算の実績報
告書の精査を行う。

関係書類の精
査。

関係書類の精
査。

ア）市ホームページに苦情相談窓
口を掲載するなど、市に相談しや
すい環境づくりを行う。

未実施（0％） Ｄ

苦情相談窓口は、介護
サービスの利用者におい
ては重要事項説明書等
に連絡先が記載されてい
るため、利用者はそちら
を確認して相談している。

市に相談しやす
い環境づくりを進
めていく。

市に相談しやす
い環境づくりを進
めていく。

イ）事業所内の苦情相談体制を整
備するよう、事業者に対し引き続
き指導を行う。

【指導監査課】
２４年度介護保険事業所及び介護保険施設
への実地指導の実施（365か所）を通じて、苦
情相談体制の整備を確認し、不備のある事
業所・施設に指導を行う。
２４年度目標達成率＝１００％

Ａ

苦情に対する意識が低い
事業所等が多いため、実
地指導の中で強く周知を
図る必要性あり。

定期的な実地指
導を通じて、苦情
相談に対する前
向きな意識や姿
勢を整備・確保
するよう周知・指
導する。

同左

ウ)県・国民健康保険団体連合会
と必要に応じた連携を行い、苦情
や相談に適切に対応する。

【指導監査課】
所管課との連携を図り、県や国保連への協力
体制を確保した。
しかし、２４年度においては県や国保連から
の苦情処理対応は発生していない。
２４年度目標達成率＝１００％

Ａ

県や国保連からの苦情・
相談は比較的少なく、直
接市に寄せられる苦情・
相談が殆どであるため、
県や国保連からの苦情・
相談が発生した際の庁内
関係各課（介護保険課・
長寿社会課・指導監査
課）の連携体制を整備す
る必要性あり。

引き続き、被保
険者（市民）の権
利を守り、サービ
スの質を確保す
るため、県や国
保連との連携体
制を図る。

同左

96 Ｐ98 ⑤介護職員の人材
確保

イ）実地指導などを通じ、職員が
働きやすい環境を整えるよう介護
サービス事業者に指導する。

（４）介護サービスの質の向
上（続）

97 Ｐ99 ⑥苦情等解決体制
の充実

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）
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【施策７】　特別養護老人ホーム等施設整備プラン・・・５事業

平成２５年度 平成２６年度

98 Ｐ100 ①介護保険3施設等
の整備計画

・緊急性が高い在宅待機者の解
消に向け、特別養護老人ホーム
の整備を行う。

特別養護老人ホーム　110床（増床）、小規模
特別養護老人ホーム　29床（新設）を選定

Ｂ

110床（増床）のうち90床
は整備済。残り20床は平
成25年度に繰越となっ
た。また、小規模特別養
護老人ホーム29床につい
ても翌年度に繰越となっ
た。

平成24年度の繰
越分について整
備を終了させる。
また、平成25年
度整備分（60床）
についても公募
を行い、整備を
進める。

整備計画なし

99 Ｐ102 ②認知症高齢者グ
ループホーム

・圏域指定し、１事業所（９床）の整
備を行う。

計画を遂行するため、平成24年度末に公募開始 Ｂ
平成２５年年度当初に説
明会を行い、公募を開始
することとなった。

平成25年度に選
定、指定に向け
て整備を進め
る。

整備計画なし

100 Ｐ102 ③特定施設
・既存の軽費老人ホームに30床分
を混合型の特定施設として整備す
る。

計画策定前の調査の段階では、希望事業者
があったが、平成24年度に新めて調査したと
ころ事業者から手が挙がらなかった。

Ｄ
事業者の意向により、整
備に至らなかった。

平成２５年度 平成２６年度

101 Ｐ103 ①重度者における施
設入所の推進

施設利用者数の合計に対する要
介護4・5の人の割合を70％以上に
する。

平成24年度末の割合：62.2％ Ｄ
割合を高めるための方策
について研究が必要

方策について研
究

方策について研
究

102 Ｐ103 ②介護保険施設等
のユニット化の推進

老健や特養のユニットの割合を平
成26年度までに50％以上にする。

介護3施設＋地域密着型特養：25％
特養のみ：43.5％

A

公募による特養の整備
（110床のうちユニットは
100床）により、ユニットの
割合が増加しつつある。

（１）特別養護老人ホーム等
の施設整備計画

事業目標
平成24年度事業実施内容・実績

及び（目標達成率％）

軽費老人ホーム入居者支援のため
の施策であるため、引き続き軽費
老人ホームに限定し特定施設を認
めていく。

（２）施設整備等に伴う目標
設定

事業目標 Ｈ２４実施内容・実績及び（目標達成率％）
評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）

平成24年度に基準条例を作成したが、
利用者の負担なども考慮し、引き続き
多床室も認めていくこととしており、計画
で示した目標値（国の示した目標値）へ
の達成は難しい状況である。

評価
（Ａ～D）

評価コメント（課題等）
今後の計画（今後の方針）
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